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令和６年度氷見市一般会計・特別会計歳入歳出決算の審査意見について 
 
 地方自治法第２３３条第２項の規定により、審査に付された令和６年度氷見市一般会

計・特別会計歳入歳出決算を氷見市監査基準に基づいて審査したので、次のとおり意見書

を提出します。 
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令和６年度氷見市一般会計・特別会計  
歳 入 歳 出 決 算 審 査 意 見 書 

 
第１ 審 査 の 対 象 
   各会計歳入歳出決算 
    令和６年度氷見市一般会計 
    令和６年度氷見市国民健康保険特別会計 
    令和６年度氷見市育英資金特別会計 
    令和６年度氷見市介護保険特別会計 

令和６年度氷見市後期高齢者医療事業特別会計 
 

   附属書類 
    令和６年度氷見市各会計歳入歳出決算事項別明細書 
    令和６年度氷見市各会計実質収支に関する調書 
    令和６年度氷見市財産に関する調書 
   
第２ 審 査 の 期 間 
    令和７年７月２日から同年８月２１日まで 
 
第３ 審 査 の 方 法 
    審査に当たっては、各会計の歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関す

る調書及び財産に関する調書について、関係諸帳簿と計数の照合を行うとともに、

所管課等から説明及び関係書類の提出を求めて審査した。 
 
第４ 審 査 の 結 果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠

して作成されており、関係帳票は適正に表示され、計数は、関係諸帳簿その他証書

類と照合した結果誤りのないものと認められた。 
    審査の概要並びに意見は、以下のとおりである。 
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１ 決 算 の 総 括 
 
（１） 決算の規模 
 当年度の一般会計及び特別会計の決算額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

区　　分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一 般 会 計 30,596,641 29,328,752 1,267,889

特 別 会 計 11,367,683 11,244,308 123,375

合　　　計 41,964,324 40,573,060 1,391,264  
 
また、一般会計と各特別会計間の繰入金、繰出金の重複額１，４４９，９７３千円を 

差し引いた純計決算額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

区　　分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一 般 会 計 30,573,866 27,901,554 2,672,312

特 別 会 計 9,940,485 11,221,533 -1,281,048

合　　　計 40,514,351 39,123,087 1,391,264  
  
各会計相互間の繰入、繰出による重複額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

繰　　入 繰　　出

22,775 1,427,198

1,427,198 22,775

国 民 健 康 保 険 294,208 0

育 英 資 金 0 0

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 921,293 22,775

介護保険（介護サービス事業勘定） 3,690 0

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 208,007 0

1,449,973 1,449,973

区　　　　　　　　分

一　　　　般　　　　会　　　　計

合　　　　　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

 
 
 
 



 3

（２） 決算収支 
 当年度の一般会計及び特別会計の決算収支の状況は、次のとおりである。 

（単位　千円）

歳入決算額 歳出決算額 形式収支額 翌年度に繰越 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ すべき財源Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一 般 会 計 30,596,641 29,328,752 1,267,889 168,098 1,099,791

国民健康保険特別会計 4,095,738 4,066,834 28,904 0 28,904

育 英 資 金 特 別 会 計 8,882 7,213 1,669 0 1,669

介 護 保 険 特 別 会 計

保 険 事 業 勘 定

介 護 保 険 特 別 会 計

介護サービス事業勘定

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

特 別 会 計

合　　　計 41,964,324 40,573,060 1,391,264 168,098 1,223,166

1,348 0

0

6,322,871

826,897 825,549

区　　　分

21,841

6,414,325

21,841 0

1,348

0 91,454

0

91,454

 
 当年度の一般会計と特別会計を合わせた決算額は、歳入４１，９６４，３２４千円、歳 
出４０，５７３，０６０千円で、形式収支額は１，３９１，２６４千円である。 
 この形式収支額１，３９１，２６４千円には翌年度へ繰り越すべき財源１６８，０９８

千円が含まれているので、これを差し引いた１，２２３，１６６千円が実質収支額である。 
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（３） 財政の構造 
当年度の普通会計における財政状況は、次のとおりである。 

 普通会計とは、各地方公共団体間の財政比較を容易にするために、地方財政統計上用い

られている会計区分で、本市の場合、一般会計と育英資金特別会計を合算し、そこから、

各会計間の繰入金、繰出金の重複額を控除したものを一つの会計とみなしたものである。 
 
ア 歳入の構成 
（ア）経常的収入と臨時的収入 
  普通会計の歳入決算額３０，３６７，２８３千円のうち、経常的収入は１７，１４７，

５９７千円、臨時的収入は１３，２１９，６８６千円である。 
  構成割合は、経常的収入５６．５％、臨時的収入４３．５％である。 

経常的収入の構成比は、前年度より５．２ポイント低くなっている。 
経常的収入と臨時的収入を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

17,147,597 56.5 16,607,062 61.7 540,535 3.3

13,219,686 43.5 10,302,819 38.3 2,916,867 28.3

30,367,283 100.0 26,909,881 100.0 3,457,402 12.8

増減率
令和５年度令和６年度

合　　計

経 常 的 収 入

臨 時 的 収 入

区　　分

 
（イ）自主財源と依存財源 
  歳入決算額３０，３６７，２８３千円の財源内容は、自主財源１０，１４３，２１７

千円、依存財源２０，２２４，０６６千円である。 
  構成割合は、自主財源３３．４％、依存財源６６．６％である。 
  自主財源の構成比は、前年度より３．７ポイント低くなっている。 
  自主財源と依存財源を前年度と比較すると、次のとおりである。 
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（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

10,143,217 33.4 9,985,207 37.1 158,010 1.6

市 税 5,266,713 17.3 5,442,426 20.2 -175,713 -3.2

分 担 金 及 び負 担金 458,425 1.5 448,089 1.7 10,336 2.3

使 用 料 及 び手 数料 207,605 0.7 210,516 0.8 -2,911 -1.4

財 産 収 入 21,531 0.1 21,890 0.1 -359 -1.6

寄 附 金 998,689 3.3 907,377 3.4 91,312 10.1

繰 入 金 1,013,908 3.3 1,197,972 4.5 -184,064 -15.4

繰 越 金 1,390,757 4.6 1,039,616 3.9 351,141 33.8

諸 収 入 785,589 2.6 717,321 2.7 68,268 9.5

20,224,066 66.6 16,924,674 62.9 3,299,392 19.5

地 方 譲 与 税 245,750 0.8 239,294 0.9 6,456 2.7

利 子 割 交 付 金 2,882 0.0 1,983 0.0 899 45.3

配 当 割 交 付 金 50,507 0.2 37,177 0.1 13,330 35.9

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金 64,839 0.2 40,407 0.2 24,432 60.5

法 人 事 業 税 交 付 金 93,337 0.3 85,252 0.3 8,085 9.5

地 方 消 費 税 交 付 金 1,098,099 3.6 1,083,745 4.0 14,354 1.3

ゴルフ場利用税交付金 9,326 0.0 9,454 0.0 -128 -1.4

環 境 性 能 割
交 付 金 28,981 0.1 25,865 0.1 3,116 12.0

地方特例交付金 215,338 0.7 33,024 0.1 182,314 552.1

地 方 交 付 税 8,024,426 26.4 7,529,483 28.0 494,943 6.6

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 2,994 0.0 3,194 0.0 -200 -6.3

国 庫 支 出 金 4,824,462 15.9 3,949,851 14.7 874,611 22.1

県 支 出 金 2,599,452 8.6 1,803,459 6.7 795,993 44.1

市 債 2,963,673 9.8 2,082,486 7.7 881,187 42.3

30,367,283 100.0 26,909,881 100.0 3,457,402 12.8

令和６年度

合　　計

区　　分 増減率
令和５年度

 依　存　財　源

 自　主　財　源
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イ 歳出の構成 
 普通会計の歳出決算額を性質別に前年度と比較すると、次のとおりである。 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　令　和　５　年　度

特　　定 一　　般

義務的経費 10,748,904 3,574,299 7,174,605 37.0 10,526,345

人 件 費 3,767,402 694,154 3,073,248 13.0 3,600,744

扶 助 費 4,636,648 2,851,663 1,784,985 15.9 4,498,946

公 債 費 2,344,854 28,482 2,316,372 8.1 2,426,655

投資的経費 3,931,874 3,275,569 656,305 13.5 3,222,941

普通建設事業費 2,543,723 2,160,819 382,904 8.7 2,958,007

災害復旧事業費 1,388,151 1,114,750 273,401 4.8 264,934

その他の経費 14,416,947 5,894,048 8,522,899 49.5 11,769,838

物 件 費 5,447,890 2,777,744 2,670,146 18.7 3,860,183

維 持 補 修 費 652,949 342,775 310,174 2.2 283,929

補 助 費 等 3,203,562 668,095 2,535,467 11.0 2,811,186

積 立 金 2,080,380 1,300,468 779,912 7.2 1,792,355

繰 出 金 2,160,866 296,816 1,864,050 7.4 2,101,226

出資金・貸付金 871,300 508,150 363,150 3.0 920,959

29,097,725 12,743,916 16,353,809 100.0 25,519,124

決　算　額 決　算　額構成比

令　和　６　年　度

（財源別）

合　　計

区　　分 財　源　内　訳

 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　令　和　５　年　度

経常的 臨時的

義務的経費 10,748,904 9,865,290 883,614 37.0 10,526,345

人 件 費 3,767,402 3,628,577 138,825 13.0 3,600,744

扶 助 費 4,636,648 3,891,859 744,789 15.9 4,498,946

公 債 費 2,344,854 2,344,854 0 8.1 2,426,655

投資的経費 3,931,874 0 3,931,874 13.5 3,222,941

普通建設事業費 2,543,723 0 2,543,723 8.7 2,958,007

災害復旧事業費 1,388,151 0 1,388,151 4.8 264,934

その他の経費 14,416,947 6,141,574 8,275,373 49.5 11,769,838

物 件 費 5,447,890 2,485,230 2,962,660 18.7 3,860,183

維 持 補 修 費 652,949 107,516 545,433 2.2 283,929

補 助 費 等 3,203,562 1,436,202 1,767,360 11.0 2,811,186

積 立 金 2,080,380 0 2,080,380 7.2 1,792,355

繰 出 金 2,160,866 2,109,476 51,390 7.4 2,101,226

出資金・貸付金 871,300 3,150 868,150 3.0 920,959

29,097,725 16,006,864 13,090,861 100.0 25,519,124

決　算　額
経　費　区　分

構成比 決　算　額

合　　計

区　　分

令　和　６　年　度

（経常・臨時別）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　令　和　５　年　度

増減率

特　　定 一　　般 特　　定 一　　般

3,410,495 7,115,850 41.3 222,559 163,804 58,755 2.1

677,528 2,923,216 14.1 166,658 16,626 150,032 4.6

2,704,485 1,794,461 17.7 137,702 147,178 -9,476 3.1

28,482 2,398,173 9.5 -81,801 0 -81,801 -3.4

2,769,590 453,351 12.6 708,933 505,979 202,954 22.0

2,603,692 354,315 11.6 -414,284 -442,873 28,589 -14.0

165,898 99,036 1.0 1,123,217 948,852 174,365 424.0

3,630,627 8,139,211 46.1 2,647,109 2,263,421 383,688 22.5

1,487,696 2,372,487 15.1 1,587,707 1,290,048 297,659 41.1

52,962 230,967 1.1 369,020 289,813 79,207 130.0

479,519 2,331,667 11.0 392,376 188,576 203,800 14.0

772,416 1,019,939 7.0 288,025 528,052 -240,027 16.1

310,254 1,790,972 8.3 59,640 -13,438 73,078 2.8

527,780 393,179 3.6 -49,659 -19,630 -30,029 -5.4

9,810,712 15,708,412 100.0 3,578,601 2,933,204 645,397 14.0

財　源　内　訳
決　算　額構成比

（単位　千円、％）

財　源　内　訳

比  較  増  減 

 
 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　令　和　５　年　度

増減率

経常的 臨時的 経常的 臨時的

9,620,922 905,423 41.3 222,559 244,368 -21,809 2.1

3,481,906 118,838 14.1 166,658 146,671 19,987 4.6

3,712,361 786,585 17.7 137,702 179,498 -41,796 3.1

2,426,655 0 9.5 -81,801 -81,801 0 -3.4

0 3,222,941 12.6 708,933 0 708,933 22.0

0 2,958,007 11.6 -414,284 0 -414,284 -14.0

0 264,934 1.0 1,123,217 0 1,123,217 424.0

5,825,814 5,944,024 46.1 2,647,109 315,760 2,331,349 22.5

2,310,030 1,550,153 15.1 1,587,707 175,200 1,412,507 41.1

109,727 174,202 1.1 369,020 -2,211 371,231 130.0

1,346,551 1,464,635 11.0 392,376 89,651 302,725 14.0

0 1,792,355 7.0 288,025 0 288,025 16.1

2,055,726 45,500 8.3 59,640 53,750 5,890 2.8

3,780 917,179 3.6 -49,659 -630 -49,029 -5.4

15,446,736 10,072,388 100.0 3,578,601 560,128 3,018,473 14.0

経　費　区　分 経　費　区　分
構成比 決　算　額

（単位　千円、％）

比  較  増  減 
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 さらに投資的経費の財源を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

国 庫 支 出 金 923,082 23.5 608,156 18.9 314,926 51.8

県 支 出 金 451,918 11.5 376,347 11.7 75,571 20.1

使用料及び手数料 14,515 0.4 14,652 0.5 -137 -0.9

分担金・負担金等 7,815 0.2 2,762 0.1 5,053 182.9

財 産 収 入 0 0.0 932 0.0 -932 皆減

繰 入 金 34,648 0.9 40,940 1.3 -6,292 -15.4

諸 収 入 24,672 0.6 5,224 0.2 19,448 372.3

繰 越 金 0 0.0 0 0.0 0 －

市 債 1,818,919 46.3 1,720,577 53.4 98,342 5.7

一 般 財 源 656,305 16.7 453,351 14.1 202,954 44.8

合　　計 3,931,874 100.0 3,222,941 100.0 708,933 22.0

令和６年度 令和５年度
増減率区　　分

 
 性質別経費構成比の年度別推移は、次のとおりである。 

（単位　％）

区　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

義 務 的 経 費 33.6 39.6 37.6 41.3 37.0

投 資 的 経 費 16.4 17.4 17.7 12.6 13.5

その他の経費 50.0 43.0 44.7 46.1 49.5

合　 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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ウ 財政分析 
 財政状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

区　　分 令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率
令和５年度
類似団体

基 準 財 政 収 入 額 5,280,472 5,181,792 98,680 1.9 5,186,546

基 準 財 政 需 要 額 11,327,403 10,960,575 366,828 3.3 9,642,415

経 常 一 般 財 源 13,189,991 12,807,636 382,355 3.0 11,190,873

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 11,574,813 11,176,264 398,549 3.6 10,370,770

標 準 財 政 規 模 12,654,385 12,297,935 356,450 2.9 11,100,607

地 方 債 現 在 高 25,434,043 24,732,284 701,759 2.8
 

（注）令和５年度類似団体は、人口５万人未満で、産業構造の比率が第２次・第３次産業

９０％以上で第３次産業６５％未満の都市（区分Ⅰ―２） 
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主要財務比率の年度別推移は、次のとおりである。 
 

氷 見 市 0.48 0.47 0.46 0.46 0.47

類似団体 0.57 0.56 0.55 0.54

氷 見 市 88.0 81.4 85.9 86.7 87.5

類似団体 91.3 87.0 90.6 92.0

氷 見 市 11.3 11.5 11.5 11.8 11.7

類似団体 8.6 8.3 8.4 8.6

令和５年度

実質公債費比率 (％)

令和６年度令和２年度令和３年度

経 常 収 支 比 率

区　　　　分

財 政 力 指 数

令和４年度

(％)

 
（ア）財政力指数 

基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で、財政力

を示す指数である。この数値が１に近く、あるいは１を超えるほど、財源に余裕がある

ものとされている。 
当年度の指数は０．４７で前年度に比べると０．０１ポイント高くなっている。 

（イ）経常収支比率 
経常的に収入される一般財源等のうち、人件費等の経常的に支出される経費に充当さ

れる一般財源が占める割合を示すもので、財政構造の弾力性を示す指標である。一般的

には７５％程度が妥当であり、８０％を超えると弾力性が失われつつあるとされている。 
当年度は８７．５％で、前年度に比べると０．８ポイント高くなっている。 

（ウ）実質公債費比率 
地方債の元利償還金や公営企業債に対する繰出金等の公債費に準ずるものに充当され

た一般財源等の標準財政規模に対する比率の過去３年間の平均値で、実質的な公債費の

負担の程度を示す指標である。 
この率が１８％以上になると起債にあたり許可が必要となり、２５％以上になると地

方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政健全化団体となり、財政健全化計

画を策定するものとなる。 
当年度は１１．７％で、前年度に比べると０．１ポイント低くなっている。 
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（４） 市債の状況 
当年度の市債の状況は、次のとおりである。 

（単位　千円）

令和５年度末 令和６年度末

残　　高 発行額Ａ 償還額Ｂ 差引(A－B) 残　　高

　一　般　会　計 24,732,284 3,201,913 2,500,154 701,759 25,434,043

普 通 債 5,741,658 640,140 1,057,914 -417,774 5,323,884

災 害 復 旧 債 314,615 607,000 31,778 575,222 889,837

辺 地 対 策 事 業 債 1,302,665 32,300 218,236 -185,936 1,116,729

過 疎 対 策 事 業 債 10,014,667 977,600 419,722 557,878 10,572,545

地方道路整備臨時貸付金 42,140 0 5,960 -5,960 36,180

市町村振興協会貸付金 231,975 0 53,842 -53,842 178,133

地域総合整備資金貸付金 19,000 0 0 0 19,000

減 税 補 て ん 債 等 6,939,664 39,773 712,702 -672,929 6,266,735

歳 入 欠 か ん 債 1,400 37,500 0 37,500 38,900

災 害 対 策 債 124,500 867,600 0 867,600 992,100

区　　　分
令和６年度中

 
一般会計の当年度末残高は２５，４３４，０４３千円で、前年度末残高２４，７３２，

２８４千円と比べると７０１，７５９千円（２．８％）増加している。 
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（５） 債務負担行為の状況   
 当年度の債務負担行為の状況は、次のとおりである。 

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

　債務負担行為限度額 13,137,403 12,865,586 271,817 2.1

一 般 会 計 11,112,729 11,236,929 -124,200 -1.1

特 別 会 計 2,024,674 1,628,657 396,017 24.3

　当年度末支出済累計額 5,406,950 4,776,550 630,400 13.2

一 般 会 計 4,713,673 4,333,229 380,444 8.8

特 別 会 計 693,277 443,321 249,956 56.4

　翌年度以降支出予定額 6,088,246 6,149,057 -60,811 -1.0

一 般 会 計 4,793,809 5,015,124 -221,315 -4.4

特 別 会 計 1,294,437 1,133,933 160,504 14.2

（注）債務保証及び損失補償に係る債務負担行為の額は含まれていない。

区　　分

(単位　千円、％）

 
 
一般・特別会計合計の翌年度以降支出予定額は６，０８８，２４６千円で、前年度６，

１４９，０５７千円と比べると６０，８１１千円（１．０％）減少している。 
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２ 一 般 会 計 
 
（１） 決算の概要 
 予算現額３７，５００，４０１千円に対し、歳入決算額は３０，５９６，６４１千円（８

１．６％）、歳出決算額は２９，３２８，７５２千円（７８．２％）、歳入歳出差引額は１，

２６７，８８９千円となり、翌年度へ繰越すべき財源１６８，０９８千円を差し引いた実

質収支額は１，０９９，７９１千円となっている。 
この実質収支額から前年度実質収支額６９９，７６９千円を差し引いた単年度収支の額

は４００，０２２千円の黒字となっている。 
 決算額を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 6 年 度 37,500,401 30,596,641 29,328,752 1,267,889 168,098 1,099,791

令 和 5 年 度 29,415,084 26,903,906 25,513,731 1,390,175 690,406 699,769

比 較 増 減 8,085,317 3,692,735 3,815,021 -122,286 -522,308 400,022

増 減 率 27.5 13.7 15.0 -75.7

区　分
翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

予算現額

 

（２） 歳 入 
 歳入の決算は、予算現額３７，５００，４０１千円に対し、調定額３４，３３３，６３

０千円、収入済額３０，５９６，６４１千円、不納欠損額８，５０５円、収入未済額３，

７２８，４８４千円である。 
 収入率は、予算現額に対し、８１．６％、調定額に対し８９．１％である。 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

不　納 収　入

欠損額 未済額 対予算 対調定

令 和 6 年 度 37,500,401 34,333,630 30,596,641 8,505 3,728,484 81.6 89.1

令 和 5 年 度 29,415,084 27,945,558 26,903,906 12,868 1,028,784 91.5 96.3

比 較 増 減 8,085,317 6,388,072 3,692,735 -4,363 2,699,700

増 減 率 27.5 22.9 13.7 -33.9 262.4

（注）収入済額には還付未済額を含む。

区　分 予算現額 調　定　額 収入済額
収　入　率
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 予算額に対する款別決算の状況は、次のとおりである。 

歳　入 （単位　千円、％）

予算現額 収入済額 比較増減 収入率

1 市 税 5,178,702 5,266,713 88,011 101.7

2 地 方 譲 与 税 245,750 245,750 0 100.0

3 利 子 割 交 付 金 2,882 2,882 0 100.0

4 配 当 割 交 付 金 50,507 50,507 0 100.0

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 64,839 64,839 0 100.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 93,337 93,337 0 100.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,098,099 1,098,099 0 100.0

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9,326 9,326 0 100.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 28,981 28,981 0 100.0

10 地 方 特 例 交 付 金 215,338 215,338 0 100.0

11 地 方 交 付 税 8,024,426 8,024,426 0 100.0

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,994 2,994 0 100.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 15,978 8,224 -7,754 51.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 208,178 205,363 -2,815 98.6

15 国 庫 支 出 金 7,778,071 4,824,462 -2,953,609 62.0

16 県 支 出 金 3,829,529 2,599,452 -1,230,077 67.9

17 財 産 収 入 24,010 21,512 -2,498 89.6

18 寄 附 金 1,007,893 995,689 -12,204 98.8

19 繰 入 金 1,110,864 1,013,908 -96,956 91.3

20 繰 越 金 1,390,175 1,390,174 -1 100.0

21 諸 収 入 1,476,609 1,232,752 -243,857 83.5

22 市 債 5,643,913 3,201,913 -2,442,000 56.7

37,500,401 30,596,641 -6,903,760 81.6

（注）収入済額には還付未済額を含む。

款

合　　　計
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第 １ 款  市       税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 市 民 税 2,253,524 2,417,620 2,336,754 2,835 78,031 96.7 2,463,187 94.9

2 固 定 資 産 税 2,445,141 2,668,078 2,445,144 5,324 217,610 91.6 2,492,568 98.1

3 軽 自 動 車 税 176,295 182,786 176,556 346 5,884 96.6 173,482 101.8

4 市 た ば こ 税 281,992 285,893 285,893 0 0 100.0 291,702 98.0

5 入 湯 税 21,750 22,442 22,366 0 76 99.7 21,487 104.1

5,178,702 5,576,819 5,266,713 8,505 301,601 94.4 5,442,426 96.8

（注）収入済額には還付未済額を含む。

項 予算現額 調定額

計

 
ア 市税の決算額５，２６６，７１３千円は、予算額５，１７８，７０２千円に対し、８

８，０１１千円（１．７％）の増である。 
イ 調定額５，５７６，８１９千円に対して、収入率は９４．４％で前年度と同率である。 
ウ 決算額５，２６６，７１３千円は、前年度決算額５，４４２，４２６千円に比べ、１

７５，７１３千円（３．２％）の減である。これは、国の定額減税による市民税の減及

び被災家屋に係る震災減免による固定資産税の減によるものである。 
  決算額５，２６６，７１３千円の内訳は、市民税２，３３６，７５４千円、固定資産

税２，４４５，１４４千円、軽自動車税１７６，５５６千円、市たばこ税２８５，８９

３千円、入湯税２２，３６６千円である。なお、市税収入済額５，２６６，７１３千円

には、過誤納金還付未済額４４１千円が含まれている。 
エ 市税滞納額は３０１，６０１千円で、前年度３０７，７２６千円に比べ、６，１２５

千円（２．０％）の減である。なお、収入率は現年課税分で、９９．０％（前年度９８．

９％）、滞納繰越分で１７．４％（前年度１４．６％）となっている。 
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本年度滞納市税の内容は、次のとおりである。 
  市民税     ７８，０３１千円 
        （現年課税分１３，７９８千円、滞納繰越分 ６４，２３３千円） 
  固定資産税  ２１７，６１０千円 
        （現年課税分３９，６５７千円、滞納繰越分１７７，９５３千円） 
  軽自動車税    ５，８８４千円 
        （現年課税分 １，８４９千円、滞納繰越分  ４，０３５千円） 
  入湯税         ７６千円 
        （現年課税分     ０千円、滞納繰越分     ７６千円） 
オ 不納欠損処分額は８，５０５千円（６３６件）で、前年度の１２，５４５千円（９０

８件）より金額で４，０４０千円（３２．２％）の減、件数で２７２件の減である。 
不納欠損処分額を税別にみると、次のとおりである。 

  市民税       ２，８３５千円  （１１９件） 
  固定資産税     ５，３２４千円  （４７９件） 
  軽自動車税       ３４６千円   （３８件） 
 

（単位　千円、％）

不　納 収　入

欠損額 未済額 対予算 対調定

令 和
４ 年 度 5,250,179 5,364,633 5,309,260 11 55,362 101.1 99.0

現年課税分
令 和
５ 年 度 5,360,708 5,457,167 5,397,683 121 59,363 100.7 98.9

令 和
６ 年 度 5,124,127 5,268,398 5,213,094 0 55,304 101.7 99.0

令 和
４ 年 度 51,206 298,314 43,750 5,318 249,246 85.4 14.7

滞納繰越分
令 和
５ 年 度 53,355 305,530 44,743 12,424 248,363 83.9 14.6

令 和
６ 年 度 54,575 308,421 53,619 8,505 246,297 98.2 17.4

令 和
４ 年 度 5,301,385 5,662,947 5,353,010 5,329 304,608 101.0 94.5

合　　計
令 和
５ 年 度 5,414,063 5,762,697 5,442,426 12,545 307,726 100.5 94.4

令 和
６ 年 度 5,178,702 5,576,819 5,266,713 8,505 301,601 101.7 94.4

（注）収入済額には還付未済額を含む。

市 税 の 調 定 ・ 収 納 状 況

区　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率
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第 ２ 款  地 方 譲 与 税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地方揮発油譲与税 53,011 53,011 53,011 0 0 100.0 53,799 98.5

2 自動車重量譲与税 162,229 162,229 162,229 0 0 100.0 162,189 100.0

3 森 林 環 境 譲 与 税 30,510 30,510 30,510 0 0 100.0 23,306 130.9

245,750 245,750 245,750 0 0 100.0 239,294 102.7

項 予算現額 調定額

計

ア 地方譲与税の決算額２４５，７５０千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２４５，７５０千円は、前年度決算額２３９，２９４千円に比べ、６，４５６

千円（２．７％）の増である。決算額２４５，７５０千円の内訳は、地方揮発油譲与税

５３，０１１千円、自動車重量譲与税１６２，２２９千円及び森林環境譲与税３０，５

１０千円である。 
 
第 ３ 款  利 子 割 交 付 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 利 子 割 交 付 金 2,882 2,882 2,882 0 0 100.0 1,983 145.3

項 予算現額 調定額

ア 利子割交付金の決算額２，８８２千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２，８８２千円は、前年度決算額１，９８３千円に比べ、８９９千円（４５．

３％）の増である。 
 
第 ４ 款  配 当 割 交 付 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 配 当 割 交 付 金 50,507 50,507 50,507 0 0 100.0 37,177 135.9

項 予算現額 調定額

ア 配当割交付金の決算額５０，５０７千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額５０，５０７千円は、前年度決算額３７，１７７千円に比べ、１３，３３０千

円（３５．９％）の増である。 
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第 ５ 款  株式等譲渡所得割交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 株式等譲渡所得

割 交 付 金 64,839 64,839 64,839 0 0 100.0 40,407 160.5

項 予算現額 調定額

ア 株式等譲渡所得割交付金の決算額６４，８３９千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額６４，８３９千円は、前年度決算額４０，４０７千円に比べ、２４，４３２千

円（６０．５％）の増である。 
 
第 ６ 款  法人事業税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 法 人 事 業 税

交 付 金 93,337 93,337 93,337 0 0 100.0 85,252 109.5

項 予算現額 調定額

ア 法人事業税交付金の決算額９３，３３７千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額９３，３３７千円は、前年度決算額８５，２５２千円に比べ、８，０８５千円

（９．５％）の増である。 
 
第 ７ 款  地方消費税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 消 費 税

交 付 金 1,098,099 1,098,099 1,098,099 0 0 100.0 1,083,745 101.3

項 予算現額 調定額

ア 地方消費税交付金の決算額１，０９８，０９９千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額１，０９８，０９９千円は、前年度決算額１，０８３，７４５千円に比べ、１

４，３５４千円（１．３％）の増である。 
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第 ８ 款  ゴルフ場利用税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 ゴルフ場利用税

　　交　付　金 9,326 9,326 9,326 0 0 100.0 9,454 98.6

項 予算現額 調定額

ア ゴルフ場利用税交付金の決算額９，３２６千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額９，３２６千円は、前年度決算額９，４５４千円に比べ、１２８千円（１．４％）

の減である。 
 
第 ９ 款  環境性能割交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 環 境 性 能 割

　　交　付　金 28,981 28,981 28,981 0 0 100.0 25,865 112.0

項 予算現額 調定額

ア 環境性能割交付金の決算額２８，９８１千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２８，９８１千円は、前年度決算額２５，８６５千円に比べ、３，１１６千円

（１２．０％）の増である。 
 
第 10 款  地方特例交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 特 例 交 付 金 215,338 210,256 210,256 0 0 100.0 26,248 801.0

2 新型コロナウイルス感染症対策

地方税減収補填特別交付金 0 5,082 5,082 0 0 100.0 6,776 75.0

215,338 215,338 215,338 0 0 100.0 33,024 652.1

項 予算現額 調定額

計

ア 地方特例交付金の決算額２１５，３３８千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２１５，３３８千円は、前年度決算額３３，０２４千円に比べ、１８２，３１

４千円（５５２．１％）の増である。 
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第 11 款  地 方 交 付 税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 交 付 税 8,024,426 8,024,426 8,024,426 0 0 100.0 7,529,483 106.6

（普通交付税） 6,037,927 6,037,927 6,037,927 0 0 100.0 5,779,333 104.5

（特別交付税） 1,986,499 1,986,499 1,986,499 0 0 100.0 1,750,150 113.5

項 予算現額 調定額

ア 地方交付税の決算額８，０２４，４２６千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額８，０２４，４２６千円は、前年度決算額７，５２９，４８３千円に比べ、４

９４，９４３千円（６．６％）の増である。 
 
第 12 款  交通安全対策特別交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 交通安全対策

　　特別交付金 2,994 2,994 2,994 0 0 100.0 3,194 93.7

項 予算現額 調定額

ア 交通安全対策特別交付金の決算額２，９９４千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２，９９４千円は、前年度決算額３，１９４千円に比べ、２００千円（６．３％）

の減である。 
 
第 13 款  分担金及び負担金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 分 担 金 928 595 115 0 480 19.3 1,347 8.5

2 負 担 金 15,050 9,056 8,109 0 947 89.5 9,414 86.1

15,978 9,651 8,224 0 1,427 85.2 10,761 76.4

項 予算現額 調定額

計

ア 分担金及び負担金の決算額８，２２４千円は、予算額１５，９７８千円に対し、７，

７５４千円（４８．５％）の減である。 
イ 決算額８，２２４千円は、前年度決算額１０，７６１千円に比べ、２，５３７千円（２

３．６％）の減である。これは、主に分担金の漁港整備事業費分担金及び負担金の保育

所費負担金が減となったことによるものである。 
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ウ 決算額の主なものは、負担金の保育所費負担金（現年）５，７２３千円などである。 
エ 収入未済額１，４２７千円は、主に負担金の保育所費負担金（過年度分）９０５千円、

分担金の漁港整備事業費分担金４８０千円である。 
 
第 14 款  使用料及び手数料 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 使 用 料 125,895 132,511 127,953 0 4,558 96.6 128,426 99.6

2 手 数 料 82,283 77,410 77,410 0 0 100.0 80,266 96.4

208,178 209,921 205,363 0 4,558 97.8 208,692 98.4

項 予算現額 調定額

計

ア 使用料及び手数料の決算額２０５，３６３千円は、予算額２０８，１７８千円に対し、

 ２，８１５千円（１．４％）の減である。 
イ 決算額２０５，３６３千円は、前年度決算額２０８，６９２千円に比べ、３，３２９

千円（１．６％）の減である。これは、使用料の光ファイバー使用料、手数料の持込ご

み処理手数料などで増となったが、使用料の墓地使用料、合葬施設使用料、手数料の戸

籍住民基本台帳手数料などで減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、使用料の住宅使用料４２，９８７千円、市道占用料１８，８２

９千円、斎場使用料１８，０９９千円、手数料の持込ごみ処理手数料４５，７３２千円、

戸籍住民基本台帳手数料１６，７３３千円などである。 
エ 収入未済額４，５５８千円は、使用料の住宅使用料４，４４９千円、漁港使用料１０

９千円である。 
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第 15 款  国 庫 支 出 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 国 庫 負 担 金 2,738,156 2,641,640 1,661,823 0 979,817 62.9 1,332,410 124.7

2 国 庫 補 助 金 5,033,784 4,580,205 3,153,258 0 1,426,947 68.8 2,607,887 120.9

3 委 託 金 6,131 9,381 9,381 0 0 100.0 9,554 98.2

7,778,071 7,231,226 4,824,462 0 2,406,764 66.7 3,949,851 122.1

項 予算現額 調定額

計

ア 国庫支出金の決算額４，８２４，４６２千円は、予算額７，７７８，０７１千円に対

 し、２，９５３，６０９千円（３８．０％）の減である。 
イ 決算額４，８２４，４６２千円は、前年度決算額３，９４９，８５１千円に比べ、８

７４，６１１千円（２２．１％）の増である。これは、国庫補助金の新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補

助金などで減となったものの、国庫補助金の災害等廃棄物処理事業費補助金（能登半島

地震災害関連）、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、国庫負担金の公共土木施

設災害復旧費負担金（現年）、水産施設災害復旧費負担金（現年）などで増となったこ

とによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、国庫負担金の障害者自立支援事業費負担金５４６，７０７千円、

児童手当費負担金３７７，０６２千円、国庫補助金の災害等廃棄物処理事業費補助金（能

登半島地震災害関連）８３７，７７０千円、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

６０３，９１４千円、教育・保育事業費交付金５７８，３８７千円などである。 
エ 収入未済額２，４０６，７６４千円は、国庫負担金の公共土木施設災害復旧費負担金

（現年）７４５，０３８千円、水産施設災害復旧費負担金（現年）１４３，０５３千円、

国庫補助金の災害等廃棄物処理事業費補助金（能登半島地震災害関連）９５９，９８２

千円、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金１６５，２６４千円、農山漁村発イノベーシ

ョン整備事業費補助金１３０，６１２千円ほか７件で、翌年度に繰り越された事業に係

る特定財源などである。 
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第 16 款  県 支 出 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 県 負 担 金 1,609,693 1,645,687 1,456,419 0 189,268 88.5 892,119 163.3

2 県 補 助 金 2,072,064 1,815,299 999,982 0 815,317 55.1 796,087 125.6

3 委 託 金 147,772 143,051 143,051 0 0 100.0 115,253 124.1

3,829,529 3,604,037 2,599,452 0 1,004,585 72.1 1,803,459 144.1

項 予算現額 調定額

計

ア 県支出金の決算額２，５９９，４５２千円は、予算額３，８２９，５２９千円に対し、

 １，２３０，０７７千円（３２．１％）の減である。 
イ 決算額２，５９９，４５２千円は、前年度決算額１，８０３，４５９千円に比べ、７

９５，９９３千円（４４．１％）の増である。これは、県補助金の漁港機能増進事業費

補助金、地籍調査事業費補助金などで減となったが、県負担金の災害救助費負担金（能

登半島地震災害関連）、県補助金の富山県被災者生活再建支援事業費補助金（能登半島

地震災害関連）などで増となったことによるものである。 
ウ 決算の主なものは、県負担金の災害救助費負担金（能登半島地震災害関連）４３１，

４３３千円、障害者自立支援事業費負担金２７０，７０８千円、保育所運営費負担金２

６２，６０８千円、保険基盤安定負担金２３４，５２９千円、県補助金の多面的機能支

払交付金１２８，４９９千円などである。 
エ 収入未済額１，００４，５８５千円は、県負担金の災害救助費負担金（能登半島地震

災害関連）１８６，１２１千円、県補助金の農林施設災害復旧費補助金（現年）５６４，

６３５千円ほか１３件で、翌年度に繰り越された事業に係る特定財源などである。 
 
第 17 款  財 産 収 入 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 財 産 運 用 収 入 24,008 21,632 21,292 0 340 98.4 19,160 111.1

2 財 産 売 払 収 入 2 220 220 0 0 100.0 2,711 8.1

24,010 21,852 21,512 0 340 98.4 21,871 98.4

項 予算現額 調定額

計

ア 財産収入の決算額２１，５１２千円は、予算額２４，０１０千円に対し、２，４９８ 
千円（１０．４％）の減である。 

イ 決算額２１，５１２千円は、前年度決算額２１，８７１千円に比べ、３５９千円（１．

６％）の減である。これは、主に土地建物貸付料で減となったことによるものである。 
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ウ 決算額の主なものは、財産運用収入の土地建物貸付料１２，４４７千円などである。 
エ 収入未済額３４０千円は、土地建物貸付料である。 
 
第 18 款  寄  附  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 寄 附 金 1,007,893 995,689 995,689 0 0 100.0 907,377 109.7

項 予算現額 調定額

ア 寄附金の決算額９９５，６８９千円は、予算額１，００７，８９３千円に対し、１２， 
２０４千円（１．２％）の減である。 

イ 決算額９９５，６８９千円は、前年度決算額９０７，３７７千円に比べ、８８，３１

２千円（９．７％）の増である。これは、企業版ふるさと応援寄附金で減となったが、

ふるさとづくり基金寄附金、教育文化振興基金寄附金などで増となったことによるもの

である。 
ウ 決算額の主なものは、ふるさとづくり基金寄付金６０１，７１８千円、教育文化振興

基金寄付金２０５，９４１千円、社会福祉事業振興基金寄附金６９，２８０千円などで

ある。 
  なお、これら寄附金のうち、いわゆるふるさと納税に該当するものは、９１０，７５

９千円（３５，４３８件）であり、これには返礼を要しない災害支援分９，２３５千円

（１，３５８件）を含んでいる。 
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第 19 款  繰  入  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 特別会計繰入金 29,555 26,996 26,996 0 0 100.0 26,453 102.1

2 基 金 繰 入 金 1,080,744 986,725 986,725 0 0 100.0 1,171,320 84.2

3 財 産 区 繰 入 金 565 187 187 0 0 100.0 199 94.0

1,110,864 1,013,908 1,013,908 0 0 100.0 1,197,972 84.6

項 予算現額 調定額

計

ア 繰入金の決算額１，０１３，９０８千円は、予算額１，１１０，８６４千円に対し、

 ９６，９５６千円（８．７％）の減である。 
イ 決算額１，０１３，９０８千円は、前年度決算額１，１９７，９７２千円に比べ、１

８４，０６４千円（１５．４％）の減である。これは、基金繰入金の減債基金繰入金な

どで増となったが、基金繰入金の財政調整基金繰入金などで減になったことによるもの

である。 
ウ 決算額の主なものは、基金繰入金のふるさとづくり基金繰入金３８３，３２２千円、

財政調整基金繰入金３１６，５５７千円、教育文化振興基金繰入金１４３，２６１千円

などである。 
 
第 20 款  繰  越  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 繰 越 金 1,390,175 1,390,174 1,390,174 0 0 100.0 1,039,031 133.8

項 予算現額 調定額

ア 繰越金の決算額１，３９０，１７４千円は、予算額１，３９０，１７５千円に対し１ 
千円（０．０％）の減である。 

イ 決算額１，３９０，１７４千円は、前年度決算額１，０３９，０３１千円に比べ、３

５１，１４３千円（３３．８％）の増である。 
ウ 決算額１，３９０，１７４千円から、前年度からの繰越明許費繰越額６９０，０３１

千円及び事故繰越し繰越額３７５千円を差し引いた６９９，７６８千円が実質的な繰越

金である。 
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第 21 款  諸  収  入 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 延滞金、加算金

　　　及び過料 2,000 5,294 5,294 0 0 100.0 8,758 60.4

2 市 預 金 利 子 200 107 107 0 0 100.0 115 93.0

3 雑 入 1,474,409 1,236,560 1,227,351 0 9,209 99.3 1,142,229 107.5

1,476,609 1,241,961 1,232,752 0 9,209 99.3 1,151,102 107.1

項 予算現額 調定額

計

ア 諸収入の決算額１，２３２，７５２千円は、予算額１，４７６，６０９千円に対し、

 ２４３，８５７千円（１６．５％）の減である。 
イ 決算額１，２３２，７５２千円は、前年度決算額１，１５１，１０２千円に比べ、８

１，６５０千円（７．１％）の増である。これは、雑入の富山県後期高齢者医療広域連

合負担金などで減となったが、雑入の富山県市町村振興協会交付金、新型コロナ定期接

種ワクチン確保事業助成金などで増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、雑入の消防職員人件費負担金４４５，７１８千円、小口事業資

金あっ旋保証融資預託金元利収入３８９，０９７千円、中小企業等振興資金融資預託金

元利収入７５，０１８千円、富山県市町村振興協会交付金５０，３８７千円、新型コロ

ナ定期接種ワクチン確保事業助成金３３，５９８千円、勤労者福祉資金預託金元利収入

３１，００２千円などである。 
エ 収入未済額９，２０９千円は、雑入で主に生活保護法に係る徴収金の未納額８，３２

２千円、児童扶養手当返還金の未納額４１８千円、障害者支援施設入所措置に係る利用

者負担金の未納額３６７千円である。 
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第 22 款  市       債 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 市 債 5,643,913 3,201,913 3,201,913 0 0 100.0 2,082,486 153.8

項 予算現額 調定額

ア 市債の決算額３，２０１，９１３千円は、予算額５，６４３，９１３千円に対し、２， 
 ４４２，０００千円（４３．３％）の減である。 
イ 決算額３，２０１，９１３千円は、前年度決算額２，０８２，４８６千円に比べ、１，

１１９，４２７千円（５３．８％）の増である。これは、児童福祉施設整備事業債、公

園整備事業債などで減となったが、災害廃棄物処理事業債、小学校改修事業債などで増

となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、災害廃棄物処理事業債８６７，６００千円、公共土木施設災害

復旧事業債（現年）３８８，４００千円、小学校改修事業債３７７，８００千円、道路

整備事業債２５７，４００千円、借換債２３８，２４０千円などである。 
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（３） 歳 出 
 歳出の決算は、予算現額３７，５００，４０１千円に対し支出済額２９，３２８，７５

２千円で、差引額は８，１７１，６４９千円である。 
 この差引額８，１７１，６４９千円には翌年度繰越額６，１２７，５５４千円が含まれ

ているので、これを差し引いた２，０４４，０９５千円が不用額である。 
 予算の執行率は７８．２％で、前年度より８．５ポイント減少している。 
 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

翌年度

繰越額

令 和 ６ 年 度 37,500,401 29,328,752 78.2 6,127,554 2,044,095 8,171,649

令 和 ５ 年 度 29,415,084 25,513,731 86.7 2,381,243 1,520,110 3,901,353

比 較 増 減 8,085,317 3,815,021 3,746,311 523,985 4,270,296

増 減 率 27.5 15.0 157.3 34.5 109.5

予算現額と
決算額との
比 較

区　分 予算現額 不用額支出済額 執行率

 
予算額に対する款別決算の状況は、次のとおりである。 

歳　出 （単位　千円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

1 議 会 費 216,687 209,237 0 7,450 96.6

2 総 務 費 4,929,213 4,546,981 73,424 308,808 92.2

3 民 生 費 7,209,034 6,392,053 93,088 723,893 88.7

4 衛 生 費 7,578,838 5,313,752 2,111,121 153,965 70.1

5 労 働 費 41,103 40,850 0 253 99.4

6 農 林 水 産 業 費 2,211,482 1,232,246 875,277 103,959 55.7

7 商 工 費 1,704,820 1,424,463 0 280,357 83.6

8 土 木 費 3,425,379 2,560,441 692,104 172,834 74.7

9 消 防 費 1,229,430 1,180,886 21,450 27,094 96.1

10 教 育 費 2,995,505 2,665,920 244,333 85,252 89.0

11 災 害 復 旧 費 3,325,193 1,178,829 2,016,757 129,607 35.5

12 公 債 費 2,583,717 2,583,094 0 623 100.0

13 予 備 費 50,000 0 0 50,000 ―

37,500,401 29,328,752 6,127,554 2,044,095 78.2

款

合計
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第 １ 款  議   会   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 議 会 費 216,687 209,237 96.6 0 7,450 205,055 102.0

項 予算現額 不用額執行率

ア 議会費の決算額は２０９，２３７千円で、予算額２１６，６８７千円に対し９６．６％ 
の執行率である。 

イ 決算額２０９，２３７千円は、前年度決算額２０５，０５５千円に比べ、４，１８２

千円（２．０％）の増である。これは、議員報酬手当等で減となったが、職員給与費、

政務活動費、一般事務費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、議員報酬手当等１４７，０９３千円、職員給与費４３，９３２

千円などである。 

 
第 ２ 款  総   務   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 総 務 管 理 費 4,105,306 3,769,483 91.8 73,424 262,399 3,378,804 111.6

2 徴 税 費 590,932 563,438 95.3 0 27,494 209,071 269.5

3 戸籍住民基本台帳費 126,761 120,273 94.9 0 6,488 101,103 119.0

4 選 挙 費 65,994 55,755 84.5 0 10,239 24,847 224.4

5 統 計 調 査 費 6,944 5,686 81.9 0 1,258 3,559 159.8

6 監 査 委 員 費 33,276 32,346 97.2 0 930 33,877 95.5

4,929,213 4,546,981 92.2 73,424 308,808 3,751,261 121.2

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 総務費の決算額は４，５４６，９８１千円で、予算額４，９２９，２１３千円に対し 
９２．２％の執行率である。 

イ 決算額４，５４６，９８１千円は、前年度決算額３，７５１，２６１千円に比べ、７

９５，７２０千円（２１．２％）の増である。これは、総務管理費の減債基金積立金、

防災行政無線システム更改事業費、財政調整基金積立金等で減となったが、総務管理費

のふるさとづくり基金積立金、中長期派遣職員受入費（能登半島地震災害関連）、徴税費

の定額減税調整給付事業費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、総務管理費のふるさとづくり基金積立金８５５，４６３千円、

職員給与費５１４，７１１千円、減債基金積立金４２１，６２２千円、市町村職員退職

手当事務負担金３７６，２５１千円、徴税費の定額減税調整給付事業費３３９，５１６

千円（うち繰越明許費１１，４３３千円）などである。 
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エ 翌年度繰越額７３，４２４千円は、繰越明許費（５件）、事故繰越し（１件）であり、

総務管理費の指定避難所機能強化事業２８，１９２千円、災害復旧地域支援事業（能登

半島地震災害関連）２１，１２２千円（うち事故繰越し９，５８０千円）、通学路安全対

策事業１０，９０６千円、空き家活用まちづくり事業９，０００千円、交通安全施設営

繕４，２０４千円である。 
 
第 ３ 款  民   生   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 社 会 福 祉 費 3,692,895 3,081,593 83.4 87,046 524,256 3,206,250 96.1

2 児 童 福 祉 費 3,109,270 2,985,507 96.0 6,042 117,721 3,344,555 89.3

3 生 活 保 護 費 406,869 324,953 79.9 0 81,916 302,727 107.3

7,209,034 6,392,053 88.7 93,088 723,893 6,853,532 93.3

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 民生費の決算額は６，３９２，０５３千円で、予算額７，２０９，０３４千円に対し 
 ８８．７％の執行率である。 
イ 決算額６，３９２，０５３千円は、前年度決算額６，８５３，５３２千円に比べ、４

６１，４７９千円（６．７％）の減である。これは、社会福祉費の被災者生活再建支援

事業費（能登半島地震災害関連）、物価高騰対応重点支援給付金支給事業費、児童福祉費

の民間保育所等施設給付事業費等で増となったが、社会福祉費の物価高支援給付金支給

事業費、物価高対応重点支援給付金支給事業費、児童福祉費の公立認定こども園整備事

業費等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、社会福祉費の障害福祉サービス支給事業費１，０４７，２２７

千円、介護保険特別会計繰出金９２４，９８３千円、児童福祉費の民間保育所等施設給

付事業費１，２７５，８３７千円、児童手当支給事業費５０７，１１０千円、生活保護

費の生活保護扶助費２４８，４３６千円などである。 
エ 翌年度繰越額９３，０８８千円は、繰越明許費（４件）であり、社会福祉費の地域密

着型介護基盤整備事業費補助金４５，５３４千円、物価高騰対応重点支援給付金支給事

業４１，５１２千円、児童福祉費の子育て世帯物価高騰対応重点支援給付金支給事業４，

３４８千円、子育てアプリ推進事業１，６９４千円である。 
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第 ４ 款  衛   生   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 保 健 衛 生 費 1,949,148 1,662,893 85.3 169,453 116,802 1,550,559 107.2

2 清 掃 費 4,168,866 2,220,448 53.3 1,941,668 6,750 707,202 314.0

3 衛 生 諸 費 1,460,824 1,430,411 97.9 0 30,413 1,456,288 98.2

7,578,838 5,313,752 70.1 2,111,121 153,965 3,714,049 143.1

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 衛生費の決算額は５，３１３，７５２千円で、予算額７，５７８，８３８千円に対し 
 ７０．１％の執行率である。執行率が低調となった主な要因は、保健衛生費の地域エネ

ルギー活性化事業費、清掃費の災害廃棄物処理事業費（能登半島地震災害関連）等を翌

年度へ繰越したことによるものである。 
イ 決算額５，３１３，７５２千円は、前年度決算額３，７１４，０４９千円に比べ、１，

５９９，７０３千円（４３．１％）の増である。これは、保健衛生費の新型コロナウイ

ルスワクチン接種事業費、衛生諸費の水道事業会計繰出金、国民健康保険特別会計繰出

金等で減となったが、保健衛生費の予防接種事業費、きれいな水づくり推進事業費、清

掃費の災害廃棄物処理事業費（能登半島地震災害関連）等で増となったことによるもの

である。 
ウ 決算額の主なものは、保健衛生費の後期高齢者医療事業費７４８，８２２千円、清掃

費の災害廃棄物処理事業費（能登半島地震災害関連）１，７３５，７０５千円（うち繰

越明許費１２７，０６６千円）、衛生諸費の病院事業会計繰出金９１９，０２８千円、国

民健康保険特別会計繰出金２９４，２０８千円、後期高齢者医療事業特別会計繰出金２

０８，００７千円などである。 
エ 翌年度繰越額２，１１１，１２１千円は、繰越明許費（５件）であり、保健衛生費の

地域エネルギー活性化事業１６５，２６４千円、きれいな水づくり推進事業４，１８９

千円、清掃費の災害廃棄物処理事業（能登半島地震災害関連）１，９１９，９２３千円、

不燃物処理センター営繕１２，７６０千円、ごみ処理施設ＬＥＤ化整備事業８，９８５

千円である。 
 
第 ５ 款  労   働   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 労 働 諸 費 41,103 40,850 99.4 0 253 41,338 98.8

項 予算現額 執行率 不用額
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ア 労働費の決算額は４０，８５０千円で、予算額４１，１０３千円に対し９９．４％の 
執行率である。 

イ 決算額４０，８５０千円は、前年度決算額４１，３３８千円に比べ、４８８千円（１．

２％）の減である。これは、雇用・勤労者福祉対策推進事業費で増となったが、転勤者

用住宅管理運営事業費等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、勤労者福祉資金預託金３１，０００千円、転勤者用住宅管理運

営事業費７，０２５千円などである。 
 
第 ６ 款  農 林 水 産 業 費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 農 業 費 1,257,219 539,426 42.9 691,428 26,365 500,955 107.7

2 林 業 費 249,897 193,674 77.5 17,530 38,693 201,920 95.9

3 農 地 費 460,345 346,496 75.3 104,068 9,781 287,674 120.4

4 水 産 業 費 244,021 152,650 62.6 62,251 29,120 207,644 73.5

2,211,482 1,232,246 55.7 875,277 103,959 1,198,193 102.8

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 農林水産業費の決算額は１，２３２，２４６千円で、予算額２，２１１，４８２千円 
に対し５５．７％の執行率である。執行率が低調となった主な要因は、農業費のワイン

バレー構想活性化事業費等を翌年度へ繰越したことによるものである。 
イ 決算額１，２３２，２４６千円は、前年度決算額１，１９８，１９３千円に比べ、３

４，０５３千円（２．８％）の増である。これは、農業費のワインバレー構想活性化事

業費、林業費の県単治山事業費、水産業費の漁港機能増進事業費等で減となったが、農

業費の経営体育成支援事業費（能登半島地震災害関連）、多面的機能支払事業費、農地費

の県営中山間地域防災減災事業費負担金等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、農業費の多面的機能支払事業費１７１，８３２千円、中山間地

域等直接支払事業費８９，７６６千円、経営体育成支援事業費（能登半島地震災害関連）

５７，７０８千円、林業費の水と緑の森づくり事業費６７，８１０千円、農地費の県営

中山間地域防災減災事業費負担金１０１，７２０千円（うち繰越明許費２０，１４０千

円）などである。 
エ 翌年度繰越額８７５，２７７千円は、繰越明許費（１０件）、事故繰越し（２件）であ

り、主なものは、農業費のワインバレー構想活性化事業６９１，４２８千円、林業費の県

単治山事業１７，５３０千円、農地費の地籍調査事業６８，５８４千円（うち事故繰越し

２０，０２０千円）、団体営中山間地域防災減災事業２１，１３９千円、水産業費の水産

業共同利用施設復旧支援事業（能登半島地震災害関連）５７，１５０千円などである。 
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第 ７ 款  商   工   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 商 工 費 1,704,820 1,424,463 83.6 0 280,357 1,349,941 105.5

項 予算現額 執行率 不用額

ア 商工費の決算額は１，４２４，４６３千円で、予算額１，７０４，８２０千円に対し 
８３．６％の執行率である。 

イ 決算額１，４２４，４６３千円は、前年度決算額１，３４９，９４１千円に比べ、７

４，５２２千円（５．５％）の増である。これは、物価高対策消費拡大支援事業費、観

光振興事業費、小規模企業団地長寿命化改修事業費等で減となったが、ふるさと納税推

進事業費、生活路線バス維持対策事業費、観光振興事業費（能登半島地震災害関連）等

で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、ふるさと納税推進事業費４２９，２５５千円、小口事業資金あ

っ旋融資事業費３８９，８２６千円、職員給与費１１７，７４９千円などである。 
 
第 ８ 款  土   木   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 土 木 管 理 費 356,161 314,602 88.3 23,501 18,058 302,126 104.1

2 道路橋りょう費 1,218,938 906,197 74.3 222,127 90,614 979,062 92.6

3 都 市 計 画 費 876,873 809,613 92.3 22,190 45,070 1,213,559 66.7

4 住 宅 費 973,407 530,029 54.5 424,286 19,092 152,407 347.8

3,425,379 2,560,441 74.7 692,104 172,834 2,647,154 96.7

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 土木費の決算額は２，５６０，４４１千円で、予算額３，４２５，３７９千円に対し 
７４．７％の執行率である。執行率が低調となった主な要因は、道路橋りょう費の橋り

ょうリフレッシュ事業費、住宅費の被災住宅応急支援事業費（能登半島地震災害関連）、

液状化対策推進事業費（能登半島地震災害関連）等を翌年度へ繰越したことによるもの

である。 
イ 決算額２，５６０，４４１千円は、前年度決算額２，６４７，１５４千円に比べ、８

６，７１３千円（３．３％）の減である。これは、道路橋りょう費の除雪対策事業費、

住宅費の被災住宅応急支援事業費（能登半島地震災害関連）、液状化対策推進事業費（能

登半島地震災害関連）等で増となったが、道路橋りょう費の道路舗装補修事業費、都市

計画費の都市公園整備事業費、下水道事業会計繰出金等で減となったことによるもので

ある。 
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ウ 決算額の主なものは、土木管理費の職員給与費１０５，６８４千円、道路橋りょう費

の除雪対策事業費２４８，４１３千円、社会資本整備総合交付金道路改良事業費１８７，

２１８千円（うち繰越明許費１４８，７４１千円）、都市計画費の下水道事業会計繰出金

４９２，８７２千円、住宅費の被災住宅応急支援事業費（能登半島地震災害関連）３８

５，５９８千円（うち繰越明許費９７，６３５千円）などである。 
エ 翌年度繰越額６９２，１０４千円は、繰越明許費（１７件）、事故繰越し（１件）であ

り、主なものは、道路橋りょう費の橋りょうリフレッシュ事業１２３，５５１千円、住

宅費の被災住宅応急支援事業（能登半島地震災害関連）１９０，９２０千円（うち事故

繰越し３，１４７千円）、液状化対策推進事業（能登半島地震災害関連）９７，０４７千

円、災害公営住宅整備事業８０，２１９千円、安全・安心とやまの住まい耐震化促進事

業５４，６００千円などである。 
 
第 ９ 款  消   防   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 消 防 費 1,229,430 1,180,886 96.1 21,450 27,094 1,050,378 112.4

項 予算現額 執行率 不用額

ア 消防費の決算額は１，１８０，８８６千円で、予算額１，２２９，４３０千円に対し 
９６．１％の執行率である。 

イ 決算額１，１８０，８８６千円は、前年度決算額１，０５０，３７８千円に比べ、１

３０，５０８千円（１２．４％）の増である。これは、消防自動車購入費、消防庁舎除

雪機械購入事業費、地区防災センター整備事業費等で減となったが、消防広域事務委託

費、職員給与費、防火水槽改修事業費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、消防広域事務委託費６３１，０４５千円、職員給与費４４９，

４１４千円、消防団員報酬３６，０３６千円などである。 
エ 翌年度繰越額２１，４５０千円は、繰越明許費（１件）であり、消防自動車購入であ

る。 
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第 10 款  教   育   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 教 育 総 務 費 956,733 936,505 97.9 0 20,228 859,882 108.9

2 小 学 校 費 1,032,635 869,271 84.2 141,532 21,832 375,275 231.6

3 中 学 校 費 336,476 214,329 63.7 100,000 22,147 227,468 94.2

4 社 会 教 育 費 390,612 373,127 95.5 2,801 14,684 372,352 100.2

5 保 健 体 育 費 279,049 272,688 97.7 0 6,361 290,652 93.8

2,995,505 2,665,920 89.0 244,333 85,252 2,125,629 125.4

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 教育費の決算額は２，６６５，９２０千円で、予算額２，９９５，５０５千円に対し 
 ８９．０％の執行率である。 
イ 決算額２，６６５，９２０千円は、前年度決算額２，１２５，６２９千円に比べ、５

４０，２９１千円（２５．４％）の増である。これは、教育総務費の教育文化センター

ＬＥＤ化整備事業費、社会教育費の市民会館跡地等整備事業費、保健体育費の市民プー

ル・トレーニングセンター長寿命化改修事業費等で減となったが、教育総務費の教育文

化振興基金積立金、小学校費の小学校長寿命化改修事業費、小学校ＬＥＤ化整備事業費

等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、教育総務費の教育文化振興基金積立金４０６，７５２千円、職

員給与費１２４，９３３千円、小学校費の小学校長寿命化改修事業費４０８，４４１千

円、小学校管理運営事業費９６，６１７千円、社会教育費の芸術文化館管理運営事業費

１４２，６９９千円などである。 
エ 翌年度繰越額２４４，３３３千円は、継続費（１件）、繰越明許費（４件）であり、小

学校費の小学校長寿命化改修事業９５，９４１千円（継続費）、小学校ＬＥＤ化整備事業

４２，２５７千円、小学校営繕３，３３４千円、中学校費の中学校空調設備整備事業１

００，０００千円、社会教育費の漁業関連文化財等保存活用事業２，８０１千円である。 
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第 11 款  災 害 復 旧 費 
（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対前年度

Ａ 繰越額 決算額Ｂ 比率A/B

1 農林水産施設災害復旧費 1,290,779 410,179 31.8 806,945 73,655 92,767 442.2

2 公共土木施設災害復旧費 1,212,783 476,798 39.3 732,342 3,643 41,056 1,161.3

3 都 市 災 害 復 旧 費 326,244 125,439 38.4 164,328 36,477 9,978 1,257.2

4 社会教育施設災害復旧費 237,344 75,431 31.8 161,457 456 4,642 1,625.0

5 児童福祉施設災害復旧費 4,981 4,851 97.4 0 130 1,244 390.0

6 公立学校施設災害復旧費 182,675 79,822 43.7 102,559 294 859 9,292.4

7 社会福祉施設災害復旧費 20,900 6,019 28.8 0 14,881 0 皆増

8 消 防 施 設 災 害 復 旧 費 49,487 290 0.6 49,126 71 0 皆増

3,325,193 1,178,829 35.5 2,016,757 129,607 150,546 783.0

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 災害復旧費の決算額は１，１７８，８２９千円で、予算額３，３２５，１９３千円に

 対し３５．５％の執行率である。 
イ 決算額１，１７８，８２９千円は、前年度決算額１５０，５４６千円に比べ１，０２

８，２８３千円（６８３．０％）の増である。これは、農林水産施設災害復旧費の現年

農地施設災害復旧事業費（補助）、公共土木施設災害復旧費の現年公共土木施設災害復旧

事業費（補助）で減となったが、農林水産施設災害復旧費の現年水産施設災害復旧事業

費（補助・能登半島地震災害関連）、公共土木施設災害復旧費の現年公共土木施設災害復

旧事業費（補助・能登半島地震災害関連）、都市災害復旧費の現年都市災害復旧事業費（補

助・能登半島地震災害関連）等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、農林水産施設災害復旧費の現年水産施設災害復旧事業費（補助・

能登半島地震災害関連）１９９，３４２千円（うち繰越明許費２１，１１６千円）、現年

農地施設災害復旧事業費（補助・能登半島地震災害関連）９６，３１７千円（うち繰越

明許費９３，４２８千円）、公共土木施設災害復旧費の現年公共土木施設災害復旧事業費

（補助・能登半島地震災害関連）４４５，７５４千円（うち繰越明許費５０，０００千

円）、都市災害復旧費の現年都市災害復旧事業費（補助・能登半島地震災害関連）１２５，

４３９千円（うち繰越明許費１１，６２３千円）、公立学校施設災害復旧費の現年公立学

校施設災害復旧事業費（補助・能登半島地震災害関連）７９，８２２千円（うち繰越明

許費１０，６８２千円）などである。 
エ 翌年度繰越額２，０１６，７５７千円は、繰越明許費（１１件）、事故繰越し（１件）

であり、主なものは、農林水産施設災害復旧費の現年農地施設災害復旧事業（補助・能

登半島地震災害関連）３１５，５７７千円、現年農地施設災害復旧事業（補助）２４９，

８２９千円（うち事故繰越し１１，１７２千円）、公共土木施設災害復旧費の現年公共土
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木施設災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）７０７，２８０千円、都市災害復

旧費の現年都市災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）１６４，３２８千円、社

会教育施設災害復旧費の現年社会教育施設災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）

１６１，４５７千円などである。 
 
第 12 款  公   債   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 公 債 費 2,583,717 2,583,094 100.0 0 623 2,426,655 106.4

項 予算現額 執行率 不用額

ア 公債費の決算額は２，５８３，０９４千円で、予算額２，５８３，７１７千円に対し 
１００．０％の執行率である。 

イ 決算額２，５８３，０９４千円は、前年度決算額２，４２６，６５５千円に比べ、１

５６，４３９千円（６．４％）の増である。これは、起債前借利子で減となったが、長

期債償還元金、長期債支払利子等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、長期債償還元金２，５００，１５４千円、長期債支払利子８２，

５４１千円などである。 
 
第 13 款  予   備   費 

（単位　千円、％）

予算現額 充用額 予算現額に対する

Ａ Ｂ 充用額の割合 B/A

1 予 備 費 50,000 0 50,000 0 50,000 0.0

項 当初予算額 補正予算額 不用額

ア 予備費の充用は行われなかった。 
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別表１
一　般　会　計　歳　入　款　別

  自  令和４年度   至  令和６年度

予算現額に

対する比　
4 5,301,385 100.0 18.0 5,662,947 100.0 106.8 19.8

市 税 5 5,414,063 102.1 18.4 5,762,697 101.8 106.4 20.6
6 5,178,702 97.7 13.8 5,576,819 98.5 107.7 16.2
4 237,356 100.0 0.8 237,356 100.0 100.0 0.8

地 方 譲 与 税 5 239,294 100.8 0.8 239,294 100.8 100.0 0.9
6 245,750 103.5 0.7 245,750 103.5 100.0 0.7
4 2,589 100.0 0.0 2,589 100.0 100.0 0.0

利 子 割 交 付 金 5 1,983 76.6 0.0 1,983 76.6 100.0 0.0
6 2,882 111.3 0.0 2,882 111.3 100.0 0.0
4 32,471 100.0 0.1 32,471 100.0 100.0 0.1

配 当 割 交 付 金 5 37,177 114.5 0.1 37,177 114.5 100.0 0.1
6 50,507 155.5 0.1 50,507 155.5 100.0 0.1
4 23,028 100.0 0.1 23,028 100.0 100.0 0.1

株式等譲渡所得割交付金 5 40,407 175.5 0.1 40,407 175.5 100.0 0.1
6 64,839 281.6 0.2 64,839 281.6 100.0 0.2
4 81,662 100.0 0.3 81,662 100.0 100.0 0.3

法 人 事 業 税 交 付 金 5 85,252 104.4 0.3 85,252 104.4 100.0 0.3
6 93,337 114.3 0.2 93,337 114.3 100.0 0.3
4 1,103,652 100.0 3.7 1,103,652 100.0 100.0 3.9

地 方 消 費 税 交 付 金 5 1,083,745 98.2 3.7 1,083,745 98.2 100.0 3.9
6 1,098,099 99.5 2.9 1,098,099 99.5 100.0 3.2
4 9,979 100.0 0.0 9,980 100.0 100.0 0.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 5 9,453 94.7 0.0 9,454 94.7 100.0 0.0
6 9,326 93.5 0.0 9,326 93.4 100.0 0.0
4 459 100.0 0.0 459 100.0 100.0 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 5 － － － － － － －
6 － － － － － － －
4 21,681 100.0 0.1 21,681 100.0 100.0 0.1

環 境 性 能 割 交 付 金 5 25,865 119.3 0.1 25,865 119.3 100.0 0.1
6 28,981 133.7 0.1 28,981 133.7 100.0 0.1
4 28,180 100.0 0.1 28,180 100.0 100.0 0.1

地 方 特 例 交 付 金 5 33,024 117.2 0.1 33,024 117.2 100.0 0.1
6 215,338 764.2 0.6 215,338 764.2 100.0 0.6
4 7,147,681 100.0 24.3 7,147,681 100.0 100.0 25.0

地 方 交 付 税 5 7,529,483 105.3 25.6 7,529,483 105.3 100.0 26.9
6 8,024,426 112.3 21.4 8,024,426 112.3 100.0 23.4
4 3,742 100.0 0.0 3,742 100.0 100.0 0.0

交通安全対策特別交付金 5 3,194 85.4 0.0 3,194 85.4 100.0 0.0
6 2,994 80.0 0.0 2,994 80.0 100.0 0.0
4 34,862 100.0 0.1 34,377 100.0 98.6 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 5 15,288 43.9 0.1 12,400 36.1 81.1 0.0
6 15,978 45.8 0.0 9,651 28.1 60.4 0.0
4 210,916 100.0 0.7 207,206 100.0 98.2 0.7

使 用 料 及 び 手 数 料 5 209,015 99.1 0.7 213,110 102.8 102.0 0.8
6 208,178 98.7 0.6 209,921 101.3 100.8 0.6
4 5,161,683 100.0 17.5 5,040,199 100.0 97.6 17.7

国 庫 支 出 金 5 4,632,774 89.8 15.7 4,417,269 87.6 95.3 15.8
6 7,778,071 150.7 20.7 7,231,226 143.5 93.0 21.1
4 2,075,473 100.0 7.1 2,022,907 100.0 97.5 7.1

県 支 出 金 5 2,519,372 121.4 8.6 2,041,343 100.9 81.0 7.3
6 3,829,529 184.5 10.2 3,604,037 178.2 94.1 10.5
4 52,991 100.0 0.2 55,683 100.0 105.1 0.2

財 産 収 入 5 23,918 45.1 0.1 22,270 40.0 93.1 0.1
6 24,010 45.3 0.1 21,852 39.2 91.0 0.1
4 626,364 100.0 2.1 623,532 100.0 99.5 2.2

寄 附 金 5 918,087 146.6 3.1 907,377 145.5 98.8 3.2
6 1,007,893 160.9 2.7 995,689 159.7 98.8 2.9
4 1,633,224 100.0 5.5 1,566,175 100.0 95.9 5.5

繰 入 金 5 1,283,820 78.6 4.4 1,197,972 76.5 93.3 4.3
6 1,110,864 68.0 3.0 1,013,908 64.7 91.3 3.0
4 665,673 100.0 2.3 665,673 100.0 100.0 2.3

繰 越 金 5 1,039,031 156.1 3.5 1,039,031 156.1 100.0 3.7
6 1,390,175 208.8 3.7 1,390,174 208.8 100.0 4.0
4 1,340,424 100.0 4.6 1,173,862 100.0 87.6 4.1

諸 収 入 5 1,344,353 100.3 4.6 1,160,725 98.9 86.3 4.2
6 1,476,609 110.2 3.9 1,241,961 105.8 84.1 3.6
4 3,636,381 100.0 12.4 2,796,081 100.0 76.9 9.8

市 債 5 2,926,486 80.5 9.9 2,082,486 74.5 71.2 7.5
6 5,643,913 155.2 15.1 3,201,913 114.5 56.7 9.3
4 29,431,856 100.0 100.0 28,541,123 100.0 97.0 100.0

合　　　　　計 5 29,415,084 99.9 100.0 27,945,558 97.9 95.0 100.0
6 37,500,401 127.4 100.0 34,333,630 120.3 91.6 100.0

指数 構成比
区　　　　　分

予  算  現  額 調     定     額

金　額 指数 構成比 金　額
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　年　度　比　較　表

(単位 千円、％)

予算現額に 調定額に 調定額に 調定額に

対する比　 対する比 対する比 対する比
5,353,010 100.0 101.0 94.5 19.2 5,329 0.1 304,608 100.0 5.4 45.3
5,442,426 101.7 100.5 94.4 20.2 12,545 0.2 307,726 101.0 5.3 29.9
5,266,713 98.4 101.7 94.4 17.2 8,505 0.2 301,601 99.0 5.4 8.1

237,356 100.0 100.0 100.0 0.9 0 － 0 － － －
239,294 100.8 100.0 100.0 0.9 0 － 0 － － －
245,750 103.5 100.0 100.0 0.8 0 － 0 － － －
2,589 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
1,983 76.6 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
2,882 111.3 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
32,471 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
37,177 114.5 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
50,507 155.5 100.0 100.0 0.2 0 － 0 － － －
23,028 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
40,407 175.5 100.0 100.0 0.2 0 － 0 － － －
64,839 281.6 100.0 100.0 0.2 0 － 0 － － －
81,662 100.0 100.0 100.0 0.3 0 － 0 － － －
85,252 104.4 100.0 100.0 0.3 0 － 0 － － －
93,337 114.3 100.0 100.0 0.3 0 － 0 － － －

1,103,652 100.0 100.0 100.0 4.0 0 － 0 － － －
1,083,745 98.2 100.0 100.0 4.0 0 － 0 － － －
1,098,099 99.5 100.0 100.0 3.6 0 － 0 － － －

9,980 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
9,454 94.7 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
9,326 93.4 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
459 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －

21,681 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
25,865 119.3 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
28,981 133.7 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
28,180 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
33,024 117.2 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
215,338 764.2 100.0 100.0 0.7 0 － 0 － － －

7,147,681 100.0 100.0 100.0 25.7 0 － 0 － － －
7,529,483 105.3 100.0 100.0 28.0 0 － 0 － － －
8,024,426 112.3 100.0 100.0 26.2 0 － 0 － － －

3,742 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
3,194 85.4 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
2,994 80.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
32,204 100.0 92.4 93.7 0.1 0 － 2,173 100.0 6.3 0.3
10,761 33.4 70.4 86.8 0.0 323 2.6 1,316 60.6 10.6 0.1
8,224 25.5 51.5 85.2 0.0 0 － 1,427 65.7 14.8 0.0

204,121 100.0 96.8 98.5 0.7 0 － 3,085 100.0 1.5 0.5
208,692 102.2 99.8 97.9 0.8 0 － 4,418 143.2 2.1 0.4
205,363 100.6 98.6 97.8 0.7 0 － 4,558 147.7 2.2 0.1

4,808,468 100.0 93.2 95.4 17.3 0 － 231,731 100.0 4.6 34.5
3,949,851 82.1 85.3 89.4 14.7 0 － 467,418 201.7 10.6 45.4
4,824,462 100.3 62.0 66.7 15.8 0 － 2,406,764 1,038.6 33.3 64.6
1,903,993 100.0 91.7 94.1 6.8 0 － 118,914 100.0 5.9 17.7
1,803,459 94.7 71.6 88.3 6.7 0 － 237,884 200.0 11.7 23.1
2,599,452 136.5 67.9 72.1 8.5 0 － 1,004,585 844.8 27.9 26.9

55,219 100.0 104.2 99.2 0.2 0 － 464 100.0 0.8 0.1
21,871 39.6 91.4 98.2 0.1 0 － 399 86.0 1.8 0.0
21,512 39.0 89.6 98.4 0.1 0 － 340 73.3 1.6 0.0
623,532 100.0 99.5 100.0 2.2 0 － 0 － － －
907,377 145.5 98.8 100.0 3.4 0 － 0 － － －
995,689 159.7 98.8 100.0 3.3 0 － 0 － － －

1,566,175 100.0 95.9 100.0 5.6 0 － 0 － － －
1,197,972 76.5 93.3 100.0 4.5 0 － 0 － － －
1,013,908 64.7 91.3 100.0 3.3 0 － 0 － － －

665,673 100.0 100.0 100.0 2.4 0 － 0 － － －
1,039,031 156.1 100.0 100.0 3.9 0 － 0 － － －
1,390,174 208.8 100.0 100.0 4.5 0 － 0 － － －
1,162,477 100.0 86.7 99.0 4.2 320 0.0 11,065 100.0 0.9 1.6
1,151,102 99.0 85.6 99.2 4.3 0 － 9,623 87.0 0.8 0.9
1,232,752 106.0 83.5 99.3 4.0 0 － 9,209 83.2 0.7 0.2
2,796,081 100.0 76.9 100.0 10.0 0 － 0 － － －
2,082,486 74.5 71.2 100.0 7.7 0 － 0 － － －
3,201,913 114.5 56.7 100.0 10.5 0 － 0 － － －
27,863,434 100.0 94.7 97.6 100.0 5,649 0.0 672,040 100.0 2.4 100.0
26,903,906 96.6 91.5 96.3 100.0 12,868 0.0 1,028,784 153.1 3.7 100.0
30,596,641 109.8 81.6 89.1 100.0 8,505 0.0 3,728,484 554.8 10.9 100.0

金　額 指数 構成比構成比 金　額 金　額 指　数

収 入 未 済 額収　　入　　済　　額 不納欠損額
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別表２

 一  般  会  計  歳  出  決  算  額 

議会費 A/N 総務費 B/N 民生費 C/N 衛生費 D/N 労働費 E/N 農    林 F/N

A ％ B ％ C ％ D ％ E ％
水産業費

F ％

報 酬 86,822 16.1 73,331 13.6 86,787 16.1 19,615 3.6 0 0.0 34,639 6.4

給 料 23,537 1.6 394,803 27.5 234,026 16.3 93,051 6.5 0 0.0 59,330 4.1

職 員 手 当 等 48,292 4.9 290,376 29.3 138,887 14.0 55,174 5.6 0 0.0 40,951 4.1

共 済 費 32,372 6.2 154,600 29.7 76,643 14.7 28,713 5.5 0 0.0 21,285 4.1

災 害 補 償 費 0 0.0 14 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

報 償 費 0 0.0 18,320 50.3 3,097 8.5 2,991 8.2 502 1.4 149 0.4

旅 費 4,457 11.4 6,096 15.6 12,173 31.2 295 0.8 0 0.0 2,238 5.7

交 際 費 1,136 38.0 1,744 58.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 18 0.6

需 用 費 1,103 0.1 130,087 8.8 37,900 2.6 34,826 2.4 1,190 0.1 21,761 1.5

役 務 費 1,184 0.4 56,349 20.3 11,437 4.1 12,398 4.5 270 0.1 1,440 0.5

委 託 料 2,332 0.0 378,412 7.6 748,522 15.0 2,282,864 45.7 1,825 0.0 309,525 6.2

使 用 料 及 び
賃 借 料

437 0.1 211,125 35.2 15,087 2.5 7,101 1.2 0 0.0 2,204 0.4

工 事 請 負 費 0 0.0 28,687 1.4 37,939 1.9 176,242 8.9 0 0.0 71,614 3.6

原 材 料 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,904 15.7 0 0.0 0 0.0

公有財産購入費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

備 品 購 入 費 19 0.0 13,939 7.9 1,631 0.9 4,817 2.7 0 0.0 1,648 0.9

負担 金、補助
及 び 交 付 金

7,546 0.2 888,936 21.8 338,982 8.3 1,128,246 27.7 1,873 0.0 640,725 15.7

扶 助 費 0 0.0 321,210 8.2 3,575,783 91.0 12,377 0.3 0 0.0 0 0.0

貸 付 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 31,000 6.1 0 0.0

補償 、補填及
び 賠 償 金

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

償還 金、利子
及 び 割 引 料

0 0.0 18,881 0.7 78,878 2.9 21,676 0.8 0 0.0 5,286 0.2

積 立 金 0 0.0 1,559,849 75.1 69,298 3.3 0 0.0 4,190 0.2 19,409 0.9

公 課 費 0 0.0 222 14.5 0 0.0 51 3.3 0 0.0 24 1.6

繰 出 金 0 0.0 0 0.0 924,983 32.5 1,430,411 50.2 0 0.0 0 0.0

合　　　　計 209,237 0.7 4,546,981 15.5 6,392,053 21.8 5,313,752 18.1 40,850 0.1 1,232,246 4.2

区　　　分



 41 

 

 款  別  節  別  一  覧  表

 (単位 千円)

商工費 G/N 土木費 H/N 消防費 I/N 教育費 J/N 災  害 K/N 公債費 K/N 合　　計 構成比

G ％ H ％ I ％ J ％
復旧費

K ％ L ％ N ％

4,440 0.8 38,457 7.1 38,421 7.1 156,690 29.1 0 0.0 0 0.0 539,202 1.8

63,777 4.4 100,198 7.0 224,715 15.6 215,848 15.0 28,955 2.0 0 0.0 1,438,240 4.9

37,007 3.7 77,370 7.8 158,334 16.0 131,314 13.3 11,834 1.2 0 0.0 989,539 3.4

19,086 3.7 37,459 7.2 67,546 13.0 75,016 14.4 7,080 1.4 0 0.0 519,800 1.8

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 14 0.0

130 0.4 113 0.3 0 0.0 11,122 30.5 0 0.0 0 0.0 36,424 0.1

2,627 6.7 1,015 2.6 1,877 4.8 8,230 21.1 0 0.0 0 0.0 39,008 0.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 92 3.1 0 0.0 0 0.0 2,990 0.0

282,550 19.2 430,599 29.3 8,600 0.6 259,387 17.6 262,623 17.9 0 0.0 1,470,626 5.0

160,796 57.8 8,021 2.9 1,151 0.4 24,500 8.8 428 0.2 0 0.0 277,974 0.9

69,718 1.4 442,238 8.8 315 0.0 574,511 11.5 187,365 3.7 0 0.0 4,997,627 17.0

11,329 1.9 173,383 28.9 1,245 0.2 163,900 27.3 14,302 2.4 0 0.0 600,113 2.0

14,292 0.7 508,562 25.7 5,298 0.3 480,758 24.3 657,193 33.2 0 0.0 1,980,585 6.8

0 0.0 14,942 81.0 0 0.0 598 3.2 0 0.0 0 0.0 18,444 0.1

0 0.0 27,162 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 27,162 0.1

24,341 13.8 44,780 25.4 22,297 12.6 63,078 35.7 0 0.0 0 0.0 176,550 0.6

257,781 6.3 96,006 2.4 650,491 16.0 55,809 1.4 9,049 0.2 0 0.0 4,075,444 13.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0 21,168 0.5 0 0.0 0 0.0 3,930,538 13.4

474,000 93.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 505,000 1.7

0 0.0 66,952 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 66,952 0.2

2,589 0.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,583,094 95.3 2,710,404 9.2

0 0.0 0 0.0 0 0.0 423,572 20.4 0 0.0 0 0.0 2,076,318 7.1

0 0.0 312 20.4 596 38.9 327 21.3 0 0.0 0 0.0 1,532 0.0

0 0.0 492,872 17.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,848,266 9.7

1,424,463 4.9 2,560,441 8.7 1,180,886 4.0 2,665,920 9.1 1,178,829 4.0 2,583,094 8.8 29,328,752 100.0
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別表３

（単位 千円、％)

金  額　Ａ 構成比 金  額　Ｂ 指 数 Ｂ／Ａ 構成比 金 額 Ｃ Ｃ／Ａ 構成比 金 額 Ｄ Ｄ／Ａ 構成比

4 211,438 0.7 199,003 100.0 94.1 0.7 0 － － 12,435 5.9 0.9

議 会 費 5 212,750 0.7 205,055 103.0 96.4 0.8 0 － － 7,695 3.6 0.5

6 216,687 0.6 209,237 105.1 96.6 0.7 0 － － 7,450 3.4 0.4

4 4,385,357 14.9 4,218,335 100.0 96.2 15.7 15,000 0.3 1.3 152,022 3.5 10.7

総 務 費 5 4,099,004 13.9 3,751,261 88.9 91.5 14.7 156,488 3.8 6.6 191,255 4.7 12.6

6 4,929,213 13.1 4,546,981 107.8 92.2 15.5 73,424 1.5 1.2 308,808 6.3 15.1

4 7,225,721 24.6 6,344,784 100.0 87.8 23.7 364,180 5.0 30.6 516,757 7.2 36.4

民 生 費 5 7,816,753 26.6 6,853,532 108.0 87.7 26.9 653,819 8.4 27.5 309,402 4.0 20.4

6 7,209,034 19.2 6,392,053 100.7 88.7 21.8 93,088 1.3 1.5 723,893 10.0 35.4

4 3,696,317 12.6 3,613,315 100.0 97.8 13.5 0 0.0 0.0 83,002 2.2 5.8

衛 生 費 5 4,133,317 14.1 3,714,049 102.8 89.9 14.6 165,526 4.0 7.0 253,742 6.1 16.7

6 7,578,838 20.2 5,313,752 147.1 70.1 18.1 2,111,121 27.9 34.5 153,965 2.0 7.5

4 41,813 0.1 40,477 100.0 96.8 0.2 0 － － 1,336 3.2 0.1

労 働 費 5 44,540 0.2 41,338 102.1 92.8 0.2 0 － － 3,202 7.2 0.2

6 41,103 0.1 40,850 100.9 99.4 0.1 0 － － 253 0.6 0.0

4 1,298,083 4.4 1,082,522 100.0 83.4 4.0 165,637 12.8 13.9 49,924 3.8 3.5

農林水産業費 5 1,481,491 5.0 1,198,193 110.7 80.9 4.7 209,083 14.1 8.8 74,215 5.0 4.9

6 2,211,482 5.9 1,232,246 113.8 55.7 4.2 875,277 39.6 14.3 103,959 4.7 5.1

4 1,686,392 5.7 1,388,041 100.0 82.3 5.2 9,567 0.6 0.8 288,784 17.1 20.4

商 工 費 5 1,618,524 5.5 1,349,941 97.3 83.4 5.3 0 － － 268,583 16.6 17.7

6 1,704,820 4.5 1,424,463 102.6 83.6 4.9 0 － － 280,357 16.4 13.7

4 3,019,560 10.3 2,294,212 100.0 76.0 8.6 581,853 19.3 49.0 143,495 4.8 10.1

土 木 費 5 3,575,967 12.2 2,647,154 115.4 74.0 10.4 674,763 18.9 28.3 254,050 7.1 16.7

6 3,425,379 9.1 2,560,441 111.6 74.7 8.7 692,104 20.2 11.3 172,834 5.0 8.5

4 1,100,484 3.7 1,086,180 100.0 98.7 4.0 0 0.0 0.0 14,304 1.3 1.0

消 防 費 5 1,082,412 3.7 1,050,378 96.7 97.0 4.1 22,318 2.1 0.9 9,716 0.9 0.6

6 1,229,430 3.3 1,180,886 108.7 96.1 4.0 21,450 1.7 0.4 27,094 2.2 1.3

4 4,041,786 13.7 3,928,863 100.0 97.2 14.6 0 0.0 0.0 112,923 2.8 8.0

教 育 費 5 2,316,439 7.9 2,125,629 54.1 91.8 8.3 82,721 3.6 3.5 108,089 4.7 7.1

6 2,995,505 8.0 2,665,920 67.9 89.0 9.1 244,333 8.2 4.0 85,252 2.8 4.2

4 253,069 0.9 177,804 100.0 70.3 0.7 52,224 20.6 4.4 23,041 9.1 1.6

災 害 復 旧 費 5 579,445 2.0 150,546 84.7 26.0 0.6 416,525 71.9 17.5 12,374 2.1 0.8

6 3,325,193 8.9 1,178,829 663.0 35.5 4.0 2,016,757 60.7 32.9 129,607 3.9 6.3

4 2,451,836 8.3 2,450,866 100.0 100.0 9.1 0 － － 970 0.0 0.1

公 債 費 5 2,430,478 8.3 2,426,655 99.0 99.8 9.5 0 － － 3,823 0.2 0.3

6 2,583,717 6.9 2,583,094 105.4 100.0 8.8 0 － － 623 0.0 0.0

4 20,000 0.1 0 － － － 0 － － 20,000 100.0 1.4

予 備 費 5 23,964 0.1 0 － － － 0 － － 23,964 100.0 1.6

6 50,000 0.1 0 － － － 0 － － 50,000 100.0 2.4

4 29,431,856 100.0 26,824,402 100.0 91.1 100.0 1,188,461 4.0 100.0 1,418,993 4.8 100.0

合　　計 5 29,415,084 100.0 25,513,731 95.1 86.7 100.0 2,381,243 8.1 100.0 1,520,110 5.2 100.0

6 37,500,401 100.0 29,328,752 109.3 78.2 100.0 6,127,554 16.3 100.0 2,044,095 5.5 100.0

区　　分

一 般 会 計 歳 出 款 別 年 度 比 較 表

不 用 額予 算 現 額 決    算    額 翌 年 度 繰 越 額

自 令和４年度　至 令和６年度
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３ 特 別 会 計 
 
（１） 国民健康保険特別会計 
 歳入決算額が４，０９５，７３８千円（前年度４，２３１，９３２千円に比べ、１３６，

１９４千円、３．２％の減）、歳出決算額は４，０６６，８３４千円（前年度４，１８３，

４２７千円に比べ、１１６，５９３千円、２．８％の減）で、形式収支額、実質収支額と

もに２８，９０４千円の黒字となり、前年度からの繰越額を差し引いた単年度収支額は、

１９，６０１千円の赤字となっている。 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ６ 年 度 4,208,407 4,095,738 4,066,834 28,904 0 28,904

令 和 ５ 年 度 4,443,966 4,231,932 4,183,427 48,505 0 48,505

比 較 増 減 -235,559 -136,194 -116,593 -19,601 0 -19,601

増 減 率 -5.3 -3.2 -2.8 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1
国 民 健 康
保 険 税 589,368 715,176 607,499 103.1 84.9 14.8 3,688 103,989 18,131

2
使 用 料 及 び
手 数 料 181 181 181 100.0 100.0 0.0 0 0 0

3 国 庫 支 出 金 15,575 15,575 15,575 100.0 100.0 0.4 0 0 0

4 県 支 出 金 3,201,798 3,105,422 3,105,422 97.0 100.0 75.8 0 0 -96,376

5 財 産 収 入 239 203 203 84.9 100.0 0.0 0 0 -36

6 繰 入 金 346,969 314,208 314,208 90.6 100.0 7.7 0 0 -32,761

7 繰 越 金 48,506 48,506 48,506 100.0 100.0 1.2 0 0 0

8 諸 収 入 5,770 4,144 4,144 71.8 100.0 0.1 0 0 -1,626

9 市 債 1 0 0 0.0 0.0 0.0 0 0 -1

4,208,407 4,203,415 4,095,738 97.3 97.4 100.0 3,688 103,989 -112,669

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額
収 入 済 額

不 納
欠 損 額
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歳入決算額４，０９５，７３８千円は、予算額４，２０８，４０７千円に対し、１１２，

６６９千円（２．７％）の減である。 
 収入率は、予算額４，２０８，４０７千円に対し、９７．３％、調定額４，２０３，４

１５千円に対し、９７．４％である。 
 決算額の主なものは、国民健康保険税の一般被保険者国民健康保険税６０７，４９７千

円、県支出金の保険給付費等交付金３，１０５，４２２千円、繰入金の一般会計繰入金２

９４，２０８千円等である。なお、決算額には過誤納金還付未済額７３８千円（国民健康

保険税７３７千円、手数料１千円）が含まれている。 
 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 国民健康保険税 607,499 14.8 639,154 15.1 -31,655 -5.0

2 使用料及び手数料 181 0.0 203 0.0 -22 -10.8

3 国 庫 支 出 金 15,575 0.4 160 0.0 15,415 9,634.4

4 県 支 出 金 3,105,422 75.8 3,186,721 75.3 -81,299 -2.6

5 財 産 収 入 203 0.0 9 0.0 194 2,155.6

6 繰 入 金 314,208 7.7 397,406 9.4 -83,198 -20.9

7 繰 越 金 48,506 1.2 1,279 0.0 47,227 3,692.5

8 諸 収 入 4,144 0.1 7,000 0.2 -2,856 -40.8

9 市 債 0 0.0 0 0.0 0 ―

4,095,738 100.0 4,231,932 100.0 -136,194 -3.2

増減率款

計

令和６年度 令和５年度 比 較
増 減

  
決算額４，０９５，７３８千円は、前年度決算額４，２３１，９３２千円に比べ、１３

６，１９４千円（３．２％）の減である。これは、国庫支出金の衛生費国庫補助金、繰越

金等で増となったが、国民健康保険税の一般被保険者国民健康保険税、県支出金の保険給

付費等交付金、繰入金の基金繰入金等で減となったことなどによるものである。 
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保険税の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 課 税 分 608,935 591,628 0 17,307 97.2

滞 納 繰 越 分 106,241 15,871 3,688 86,682 14.9

計 715,176 607,499 3,688 103,989 84.9

現 年 課 税 分 648,088 624,615 0 23,473 96.4

滞 納 繰 越 分 104,413 14,539 6,108 83,766 13.9

計 752,501 639,154 6,108 107,239 84.9

現 年 課 税 分 -39,153 -32,987 0 -6,166

滞 納 繰 越 分 1,828 1,332 -2,420 2,916

計 -37,325 -31,655 -2,420 -3,250

区　　分

令
和
6
年
度

令
和
5
年
度

対

比

前

年

度

 国民健康保険税の収入率は、８４．９％で前年度と同率、不納欠損額３，６８８千円（３

０９件）は、前年度６，１０８千円（３８７件）に比べ、２，４２０千円（３９．６％）

の減、収入未済額１０３，９８９千円は前年度１０７，２３９千円に比べ、３，２５０千

円（３．０％）の減となっている。 
 
イ 歳 出 

（単位　千円、％）

金 額 構成比

1 総 務 費 108,494 99,169 2.4 91.4 0 9,325

2 保 険 給 付 費 3,123,788 3,010,980 74.0 96.4 0 112,808

3
国民健康保険事業費
納 付 金 854,370 854,369 21.0 100.0 0 1

4 保 健 事 業 費 64,476 49,224 1.2 76.3 0 15,252

5 基 金 積 立 金 24,092 24,056 0.6 99.9 0 36

6 諸 支 出 金 32,187 29,036 0.7 90.2 0 3,151

7 予 備 費 1,000 0 0.0 0.0 0 1,000

4,208,407 4,066,834 100.0 96.6 0 141,573

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

 歳出決算額４，０６６，８３４千円は、予算額４，２０８，４０７千円に対し、９６．

６％の執行率である。 
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決算額の主なものは、保険給付費の一般被保険者療養給付費２，５７８，３２４千円、

一般被保険者高額療養費３９０，１０９千円、国民健康保険事業費納付金の一般被保険者

医療給付費分５３２，７５４千円、一般被保険者後期高齢者支援金等分２４８，２３１千

円である。 
 
歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 99,169 2.4 99,324 2.4 -155 -0.2

2 3,010,980 74.0 3,088,820 73.8 -77,840 -2.5

療 養 給 付 費 2,578,324 63.4 2,627,434 62.8 -49,110 -1.9

療 養 費 30,408 0.7 35,329 0.8 -4,921 -13.9

審 査 支 払 手 数 料 6,743 0.2 6,959 0.2 -216 -3.1

高 額 療 養 費 390,452 9.6 411,940 9.8 -21,488 -5.2

移 送 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

出 産 育 児 諸 費 3,343 0.1 5,448 0.1 -2,105 -38.6

葬 祭 諸 費 1,710 0.0 1,710 0.0 0 0.0

傷 病 手 当 金 0 0.0 0 0.0 0 ―

3 854,369 21.0 912,791 21.8 -58,422 -6.4

4 49,224 1.2 51,200 1.2 -1,976 -3.9

5 24,056 0.6 9 0.0 24,047 267,188.9

6 29,036 0.7 31,283 0.7 -2,247 -7.2

4,066,834 100.0 4,183,427 100.0 -116,593 -2.8計

諸 支 出 金

款
令和６年度 令和５年度 比 較

増 減

基 金 積 立 金

増減率

総 務 費

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金

保 健 事 業 費

 決算額４，０６６，８３４千円は、前年度決算額４，１８３，４２７千円に比べ、１１

６，５９３千円（２．８％）の減である。これは基金積立金で増となったが、保険給付費、

国民健康保険事業費納付金等で減となったことによるものである。 



47 
 

ウ 事業の概要 
 本年度の事業の概要は、次のとおりである。 

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率(％)

（人） 7,684 8,160 -476 -5.8

一 般 被 保 険 者 （人） 7,684 8,160 -476 -5.8

退 職 被 保 険 者 （人） 0 0 0 －

（世帯） 5,426 5,694 -268 -4.7

（千円） 4,095,738 4,231,932 -136,194 -3.2

（千円） 4,066,834 4,183,427 -116,593 -2.8

（千円） 28,904 48,505 -19,601 -40.4

（千円） 608,935 648,088 -39,153 -6.0

１ 人 当 た り 調 定 額 （円） 79,247 79,423 -176 -0.2
１ 世 帯 当 た り
調 定 額

（円） 112,225 113,819 -1,594 -1.4

（千円） 591,628 624,615 -32,987 -5.3

（千円） 2,999,184 3,074,703 -75,519 -2.5

（円） 390,315 376,802 13,513 3.6

１人当たり受診件数

療 養 諸 費 件 数 （件） 15.9 15.6 0.3 1.9

被 保 険 者 数

（千円） 314,208 397,406 -83,198 -20.9

（千円） 0 2,750 -2,750 皆減繰 出 金

区　　　分

被 保 険 者 数

世 帯 数

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

保 険 税 ( 現 年 ) 調 定 額

保険税(現年)収入額

療養に係る保険給付費

１ 人 当 た り 給 付 費

繰 入 金

 被保険者数は７，６８４人（前年度比４７６人、５．８％の減）で、内訳はすべて一般

被保険者である。 
 被保険者１人当たりの保険税調定額は７９，２４７円（前年度比１７６円、０．２％の

減）で、保険税収入額は５９１，６２８千円（前年度比３２，９８７千円、５．３％の減）

である。 
 一方、被保険者１人当たりの平均受診件数は１５．９件で、前年度の１５．６件に比べ

０．３件の増である。 
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（２）育英資金特別会計 
 歳入決算額８，８８２千円、歳出決算額７，２１３千円、歳入歳出差引額１，６６９千

円は翌年度へ繰り越されている。 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ６ 年 度 7,890 8,882 7,213 1,669 0 1,669

令 和 ５ 年 度 5,972 5,975 5,393 582 0 582

比 較 増 減 1,918 2,907 1,820 1,087 0 1,087

増 減 率 32.1 48.7 33.7 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 財 産 収 入 18 19 19 105.6 100.0 0.2 0 0 1

2 繰 入 金 0 0 0 ― ― 0.0 0 0 0

3 繰 越 金 581 582 582 100.2 100.0 6.6 0 0 1

4 諸 収 入 4,291 5,281 5,281 123.1 100.0 59.5 0 0 990

5 寄 附 金 3,000 3,000 3,000 100.0 100.0 33.8 0 0 0

7,890 8,882 8,882 112.6 100.0 100.0 0 0 992計

収 入
未済額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠損額

 歳入決算額８，８８２千円は、予算額７，８９０千円に対し、９９２千円（１２．６％）

の増である。 
 収入率は、予算額７，８９０千円に対して１１２．６％、調定額８，８８２千円に対し

て１００．０％である。 
 決算額の主なものは、諸収入の育英資金貸付金収入（返還金）５，２８１千円、寄附金

の教育費寄附金３，０００千円である。 
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 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 財 産 収 入 19 0.2 19 0.3 0 0.0

2 繰 入 金 0 0.0 0 0.0 0 ―

3 繰 越 金 582 6.6 585 9.8 -3 -0.5

4 諸 収 入 5,281 59.5 5,371 89.9 -90 -1.7

5 寄 附 金 3,000 33.8 0 0.0 3,000 皆増

8,882 100.0 5,975 100.0 2,907 48.7

増減率款

計

令和６年度 令和５年度

 決算額８，８８２千円は、前年度決算額５，９７５千円に比べ２，９０７千円（４８．７％）

の増である。これは、寄附金の教育費寄附金で増となったことなどによるものである。 
 
イ 歳 出 

（単位　千円、％）

翌年度

金 額 構成比 繰越額

1 教 育 費 7,350 7,213 100.0 98.1 0 137

2 予 備 費 540 0 0.0 0.0 0 540

7,890 7,213 100.0 91.4 0 677

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率

 歳出決算額７，２１３千円は、予算額７，８９０千円に対し、９１．４％の執行率である。 
 決算額の主なものは、教育費の育英費（育英基金積立金）４，０６１千円、同じく（貸

付金）３，１５０千円である。 
 
 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 教 育 費 7,213 100.0 5,393 100.0 1,820 33.7

7,213 100.0 5,393 100.0 1,820 33.7

増減率

計

款
令和６年度 令和５年度

 決算額７，２１３千円は、前年度決算額５，３９３千円に比べ、１，８２０千円（３３．

７％）の増である。これは教育費の育英費（育英基金積立金）で増となったことなどによ

るものである。 



50 
 

ウ 貸付状況 

（単位　人、千円）

人員 貸与年額 人員 貸与年額 人員 貸与年額

高校生 15 0 0 0 0 0 0

大学生 45 6 3,240 7 3,780 6 3,150

6 3,240 7 3,780 6 3,150

令和６年度

計

区 分 貸与月額
令和４年度 令和５年度

 本年度の貸付人員は６人で、前年度より１人減となっている。貸付区分は大学生（継続）

である。 
 また、本年度の返還人員は２２人（高校生３人、大学生１９人）で、うち、５人（高校

生１人、大学生４人）が、返還を完了している。年度末貸付金残高は、２４，７３４千円

である。 
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（３） 介護保険特別会計 
ア 保険事業勘定 
 歳入決算額６，４１４，３２５千円、歳出決算額６，３２２，８７１千円で、歳入歳出

差引額９１，４５４千円は翌年度へ繰り越されている。 
 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ６ 年 度 6,476,037 6,414,325 6,322,871 91,454 0 91,454

令 和 ５ 年 度 6,146,130 6,204,371 5,986,408 217,963 0 217,963

比 較 増 減 329,907 209,954 336,463 -126,509 0 -126,509

増 減 率 5.4 3.4 5.6 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
（ア）歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 保 険 料 1,145,780 1,207,710 1,199,984 104.7 99.4 18.7 2,230 5,496 54,204

2
使 用 料 及 び
手 数 料 100 57 57 57.0 100.0 0.0 0 0 -43

3 国庫支出金 1,427,139 1,486,903 1,486,903 104.2 100.0 23.2 0 0 59,764

4
支 払 基 金
交 付 金

1,629,123 1,629,664 1,629,664 100.0 100.0 25.4 0 0 541

5 県 支 出 金 893,386 892,142 892,142 99.9 100.0 13.9 0 0 -1,244

6 財 産 収 入 425 384 384 90.4 100.0 0.0 0 0 -41

7 繰 入 金 1,152,025 975,293 975,293 84.7 100.0 15.2 0 0 -176,732

8 繰 越 金 217,965 217,963 217,963 100.0 100.0 3.4 0 0 -2

9 諸 収 入 10,094 11,935 11,935 118.2 100.0 0.2 0 0 1,841

6,476,037 6,422,051 6,414,325 99.0 99.9 100.0 2,230 5,496 -61,712

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠 損 額

 歳入決算額６，４１４，３２５千円は、予算額６，４７６，０３７千円に対し６１，７

１２千円（１．０％）の減である。収入率は、予算額に対し９９．０％、調定額に対し９

９．９％である。 
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 決算額の主なものは、保険料の第１号被保険者保険料１，１９９，９８４千円、国庫支

出金の介護給付費負担金１，０５３，３６７千円、支払基金交付金の介護給付費交付金１，

５８１，７８７千円、県支出金の介護給付費負担金８６３，９７６千円、繰入金の介護給

付費繰入金７１９，３４９千円等である。なお、決算額には過誤納金還付未済６８２千円

（保険料）が含まれている。 
 歳入における国庫支出金、支払基金交付金、県支出金については、概算交付であり、保

険給付費の支払実績により翌年度精算されるものである。 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 保 険 料 1,199,984 18.7 1,140,545 18.4 59,439 5.2

2 使用料及び手数料 57 0.0 63 0.0 -6 -9.5

3 国 庫 支 出 金 1,486,903 23.2 1,454,414 23.4 32,489 2.2

4 支 払 基 金 交 付 金 1,629,664 25.4 1,630,850 26.3 -1,186 -0.1

5 県 支 出 金 892,142 13.9 852,985 13.7 39,157 4.6

6 財 産 収 入 384 0.0 49 0.0 335 683.7

7 繰 入 金 975,293 15.2 954,939 15.4 20,354 2.1

8 繰 越 金 217,963 3.4 159,225 2.6 58,738 36.9

9 諸 収 入 11,935 0.2 11,301 0.2 634 5.6

6,414,325 100.0 6,204,371 100.0 209,954 3.4

増減率款

計

令和６年度 令和５年度

 決算額６，４１４，３２５千円は、前年度決算額６，２０４，３７１千円に比べ、２０

９，９５４千円（３．４％）の増である。これは、繰入金の基金繰入金等で減となったが、

保険料の第１号被保険者保険料、県支出金の介護給付費負担金、繰越金等で増となったこ

とによるものである。 
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 保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 分 1,200,582 1,198,196 0 2,386 99.8

滞 納 繰 越 分 7,128 1,788 2,230 3,110 25.1

計 1,207,710 1,199,984 2,230 5,496 99.4

現 年 分 1,140,321 1,138,186 0 2,135 99.8

滞 納 繰 越 分 9,165 2,359 2,772 4,034 25.7

計 1,149,486 1,140,545 2,772 6,169 99.2

現 年 分 60,261 60,010 0 251

滞 納 繰 越 分 -2,037 -571 -542 -924

計 58,224 59,439 -542 -673

区　　分

令
和
6
年
度

令
和
5
年
度

対

比

前

年

度

（注）収入済額には還付未済額を含む。 

介護保険料の収入率は、９９．４％で、前年度から０．２ポイント増である。 
不納欠損額２，２３０千円（３０１件）は、前年度２，７７２千円（３６６件）に比べ、

５４２千円（１９．６％）の減、収入未済額５，４９６千円は、前年度６，１６９千円に

比べ、６７３千円（１０．９％）の減となっている。 
 
（イ）歳 出 

（単位　千円、％）

金 額 構成比

1 総 務 費 159,477 141,204 2.2 88.5 0 18,273

2 保 険 給 付 費 5,859,872 5,757,343 91.1 98.3 0 102,529

3 地域支援事業費 209,927 181,570 2.9 86.5 0 28,357

4 基 金 積 立 金 21,456 21,415 0.3 99.8 0 41

5 諸 支 出 金 224,305 221,339 3.5 98.7 0 2,966

6 予 備 費 1,000 0 0.0 0.0 0 1,000

6,476,037 6,322,871 100.0 97.6 0 153,166

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

 歳出決算額６，３２２，８７１千円は、予算額６，４７６，０３７千円に対し９７．６％

の執行率である。 
 決算額の主なものは、保険給付費の介護サービス等給付事業費５，７５２，１４３千円

等である。 
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 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 総 務 費 141,204 2.2 129,109 2.2 12,095 9.4

2 保 険 給 付 費 5,757,343 91.1 5,502,226 91.9 255,117 4.6

3 地 域 支 援 事 業 費 181,570 2.9 171,734 2.9 9,836 5.7

4 基 金 積 立 金 21,415 0.3 4,525 0.1 16,890 373.3

5 諸 支 出 金 221,339 3.5 178,814 3.0 42,525 23.8

6,322,871 100.0 5,986,408 100.0 336,463 5.6計

増減率款
令和６年度 令和５年度

 決算額６，３２２，８７１千円は、前年度決算額５，９８６，４０８千円に比べ、３３

６，４６３千円（５．６％）の増である。これは、保険給付費、諸支出金等で増となった

ことによるものである。 
 
（ウ）事業の概要 
 要介護（要支援）認定者数、サービスの利用件数及び保険給付状況は、次のとおりであ

る。 
１　要介護（要支援）認定者数 （単位　人、％）

比　較

人数 構成比 人数 構成比 増　減

第１号被保険者 3,352 98.7 3,415 98.8 -63 -1.8

第２号被保険者 44 1.3 43 1.2 1 2.3

計 3,396 100.0 3,458 100.0 -62 -1.8

区 分
令和６年度 令和５年度

増減率

 介護被保険者の要介護認定者は３，３９６人となり、前年度３，４５８人に比べ６２人

の減である。 
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２　サービス利用件数及び保険給付状況 （単位　件、千円、％）

件数(A) 金　額(B) 件数(C) 金　額(D) 件数(E) (E)/(C) 金　額(F) (F)/(D)

61,785 2,111,222 61,969 2,032,983 -184 -0.3 78,239 3.8

訪問通所サービス 23,076 1,362,679 22,857 1,282,476 219 1.0 80,203 6.3

短期入所サービス 2,815 245,018 3,082 271,868 -267 -8.7 -26,850 -9.9

福祉用具・住宅改修サービス 15,457 199,525 15,399 196,810 58 0.4 2,715 1.4

特定施設入居者生活介護 118 20,808 129 22,808 -11 -8.5 -2,000 -8.8

介護予防・居宅介護支援 20,319 283,192 20,502 259,021 -183 -0.9 24,171 9.3

4,891 935,906 5,175 902,027 -284 -5.5 33,879 3.8

8,241 2,569,134 8,027 2,433,460 214 2.7 135,674 5.6

介護老人福祉施設 4,296 1,253,175 4,208 1,198,163 88 2.1 55,012 4.6

介護老人保健施設 2,773 875,482 2,788 847,992 -15 -0.5 27,490 3.2

介護療養型医療施設 0 0 12 4,091 -12 皆減 -4,091 皆減

介護医療院 1,172 440,477 1,019 383,214 153 15.0 57,263 14.9

74,917 5,616,262 75,171 5,368,470 -254 -0.3 247,792 4.6

9,833 135,881 9,879 128,544 -46 -0.5 7,337 5.7

5,752,143 5,497,014 255,129 4.6

（注）食費・居住費を含む。

　　　高額介護サービス費の件数は内数である。

　　　審査支払手数料を除く。

令和６年度 令和５年度 比較増減

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

計

高額介護サービス費
（医療合算含む）

合　　計

区　　分
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イ 介護サービス事業勘定 
 
 歳入、歳出決算額とも２１，８４１千円である。 
決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ６ 年 度 29,896 21,841 21,841 0 0 0

令 和 ５ 年 度 21,716 19,232 19,232 0 0 0

比 較 増 減 8,180 2,609 2,609 0 0 0

増 減 率 37.7 13.6 13.6 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
（ア）歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 サービス収入 15,956 18,087 18,087 113.4 100.0 82.8 0 0 2,131

2 繰 入 金 13,888 3,690 3,690 26.6 100.0 16.9 0 0 -10,198

3 諸 収 入 52 64 64 123.1 100.0 0.3 0 0 12

29,896 21,841 21,841 73.1 100.0 100.0 0 0 -8,055

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増    減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額

不 納
欠 損 額

 歳入決算額２１，８４１千円は、予算額２９，８９６千円に対し８，０５５千円（２６．

９％）の減である。 
 収入率は、予算額に対し７３．１％、調定額に対し１００．０％である。 
 決算額の主なものは、サービス収入の居宅支援サービス費収入１８，０８７千円である。 
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歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 サ ー ビ ス 収 入 18,087 82.8 16,927 88.0 1,160 6.9

2 繰 入 金 3,690 16.9 2,251 11.7 1,439 63.9

3 諸 収 入 64 0.3 54 0.3 10 18.5

21,841 100.0 19,232 100.0 2,609 13.6

増減率款

計

令和６年度 令和５年度

 決算額２１，８４１千円は、前年度決算額１９，２３２千円に比べ、２，６０９千円（１

３．６％）の増である。 
 
（イ）歳 出 

（単位　千円、％）

翌年度

金 額 構成比 繰越額

1 事 業 費 29,896 21,841 100.0 73.1 0 8,055

29,896 21,841 100.0 73.1 0 8,055

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率

 歳出決算額２１，８４１千円は、予算額２９，８９６千円に対し７３．１％の執行率で

ある。 
決算額の主なものは、介護予防ケアマネジメント事業費１９，６１７千円等である。 
 
歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 事 業 費 21,841 100.0 19,232 100.0 2,609 13.6

21,841 100.0 19,232 100.0 2,609 13.6計

増減率款
令和６年度 令和５年度 比較

増減

 決算額２１，８４１千円は、前年度決算額１９，２３２千円に比べ、２，６０９千円（１

３．６％）の増である。これは、介護予防ケアマネジメント事業費で増となったことなど

によるものである。 
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（ウ）事業の概要 
 介護予防ケアマネジメント事業の利用状況は、次のとおりである。 

（単位　件、千円、％）

利用件数
(A)

サービス
収入額(B)

利用件数
(C)

サービス
収入額(D)

利用件数
(E)

(E)/(C)
サービス
収入額(F)

(F)/(D)

直 営 分 5,106 22,945 5,016 22,495 90 1.8 450 2.0

委 託 分 867 4,075 849 3,920 18 2.1 155 4.0

合 計 5,973 27,020 5,865 26,415 108 1.8 605 2.3

令和６年度 令和５年度 比　較　増　減
区 分
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（４） 後期高齢者医療事業特別会計 
 歳入決算額８２６，８９７千円、歳出決算額８２５，５４９千円で、歳入歳出差引額１，

３４８千円は翌年度へ繰り越されている。 
決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ６ 年 度 834,622 826,897 825,549 1,348 0 1,348

令 和 ５ 年 度 809,762 803,523 800,927 2,596 0 2,596

比 較 増 減 24,860 23,374 24,622 -1,248 0 -1,248

増 減 率 3.1 2.9 3.1 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料 616,997 613,038 611,365 99.1 99.7 73.9 23 1,650 -5,632

2
使 用 料 及 び
手 数 料 190 61 61 32.1 100.0 0.0 0 0 -129

3 繰 入 金 209,561 208,007 208,007 99.3 100.0 25.2 0 0 -1,554

4 繰 越 金 2,597 2,596 2,596 100.0 100.0 0.3 0 0 -1

5 諸 収 入 5,277 4,868 4,868 92.2 100.0 0.6 0 0 -409

834,622 828,570 826,897 99.1 99.8 100.0 23 1,650 -7,725

収 入
未済額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠損額

 歳入決算額８２６，８９７千円は、予算額８３４，６２２千円に対し７，７２５千円（０．

９％）の減である。 
 収入率は、予算額に対し９９．１％、調定額に対し９９．８％である。 
 決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料６１１，３６５千円、繰入金の保険基盤安

定繰入金１８３，９１１千円等である。なお、決算額には過誤納金還付未済額１，７３５

千円（後期高齢者医療保険料）が含まれている。 
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歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 611,365 73.9 597,063 74.3 14,302 2.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 61 0.0 61 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 208,007 25.2 202,694 25.2 5,313 2.6

4 繰 越 金 2,596 0.3 862 0.1 1,734 201.2

5 諸 収 入 4,868 0.6 2,843 0.4 2,025 71.2

826,897 100.0 803,523 100.0 23,374 2.9

増減率

計

款
令和６年度 令和５年度 比 較

増 減

 決算額８２６，８９７千円は、前年度決算額８０３，５２３千円に比べ、２３，３７４

千円（２．９％）の増である。これは、後期高齢者医療保険料等で増となったことによる

ものである。 
 
 保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 分 610,023 610,323 0 -300 100.0

滞 納 繰 越 分 3,015 1,042 23 1,950 34.6

計 613,038 611,365 23 1,650 99.7

現 年 分 594,443 595,857 0 -1,414 100.2

滞 納 繰 越 分 3,163 1,206 15 1,942 38.1

計 597,606 597,063 15 528 99.9

現 年 分 15,580 14,466 0 1,114

滞 納 繰 越 分 -148 -164 8 8

計 15,432 14,302 8 1,122

　（注）収入済額には還付未済額を含む。

区　　分

令
和
6
年
度

令
和
5
年
度

対

比

前

年

度

 後期高齢者医療保険料の収入率は、９９．７％で、前年度から０．２ポイント減である。

不納欠損額は２３千円（１３件）で、前年度１５千円（８件）に比べ８千円（５３．３％）

の増、収入未済額１，６５０千円は前年度５２８千円に比べ、１，１２２千円（２１２．

５％）の増となっている。 
なお、収入済額には過誤納金還付未済額が含まれることから、令和６年度現年分の収入

未済額－３００千円に還付未済額１，７３５千円を加算した実質的な令和６年度現年分の

収入未済額は１，４３５千円となる。 
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イ 歳 出 
（単位　千円、％）

金　額 構成比

1 総 務 費 20,445 19,264 2.3 94.2 0 1,181

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 811,529 803,652 97.3 99.0 0 7,877

3 諸 支 出 金 2,648 2,633 0.3 99.4 0 15

834,622 825,549 100.0 98.9 0 9,073

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

 歳出決算額８２５，５４９千円は、予算額８３４，６２２千円に対し９８．９％の執行

率である。 
決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金の７９６，５１７千円等である。 
 

 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 総 務 費 19,264 2.3 17,138 2.1 2,126 12.4

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 803,652 97.3 782,931 97.8 20,721 2.6

3 諸 支 出 金 2,633 0.3 858 0.1 1,775 206.9

825,549 100.0 800,927 100.0 24,622 3.1

増減率

計

款
令和６年度 令和５年度 比 較

増 減

 決算額８２５，５４９千円は、前年度決算額８００，９２７千円に比べ、２４，６２２

千円（３．１％）の増である。これは、後期高齢者医療広域連合納付金等で増となったこ

とによるものである。 
 

ウ 被保険者数 
 後期高齢者医療の被保険者数は、次のとおりである。 

（単位　人、％）

区 分 令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

７ ５ 歳 以 上 10,159 9,945 214 2.2

６ ５ ～ ７ ４ 歳 207 249 -42 -16.9

計 10,366 10,194 172 1.7
（注）６５歳～７４歳は、一定の障害があり広域連合の認定を受けた者
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別表

一 般 会 計 ･ 特 別 会 計 年 度 別

　自 令和４年度   至  令和６年度

予  算

予算現額 予算現額 調定額

現  額 金 額 指数 に対する 金 額 指数 に対する に対す 金 額 指数

比　％　 比　％　 る比％

4 29,431,856 28,541,123 100.0 97.0 27,863,434 100.0 94.7 97.6 5,649 100.0

5 29,415,084 27,945,558 97.9 95.0 26,903,906 96.6 91.5 96.3 12,868 227.8

6 37,500,401 34,333,630 120.3 91.6 30,596,641 109.8 81.6 89.1 8,505 150.6

4 4,639,310 4,353,233 100.0 93.8 4,245,139 100.0 91.5 97.5 3,819 100.0

5 4,443,966 4,345,279 99.8 97.8 4,231,932 99.7 95.2 97.4 6,108 159.9

 6 4,208,407 4,203,415 96.6 99.9 4,095,738 96.5 97.3 97.4 3,688 96.6

4 6,733 6,732 100.0 100.0 6,732 100.0 100.0 100.0 0 －

5 5,972 5,975 88.8 100.1 5,975 88.8 100.1 100.0 0 －

 6 7,890 8,882 131.9 112.6 8,882 131.9 112.6 100.0 0 －

4 6,054,552 5,997,780 100.0 99.1 5,986,932 100.0 98.9 99.8 2,224 100.0

5 6,146,130 6,213,312 103.6 101.1 6,204,371 103.6 100.9 99.9 2,772 124.6

6 6,476,037 6,422,051 107.1 99.2 6,414,325 107.1 99.0 99.9 2,230 100.3

4 27,231 19,320 100.0 70.9 19,320 100.0 70.9 100.0 0 －

5 21,716 19,232 99.5 88.6 19,232 99.5 88.6 100.0 0 －

6 29,896 21,841 113.0 73.1 21,841 113.0 73.1 100.0 0 －

4 785,174 779,105 100.0 99.2 776,810 100.0 98.9 99.7 32 100.0

5 809,762 804,066 103.2 99.3 803,523 103.4 99.2 99.9 15 46.9

6 834,622 828,570 106.3 99.3 826,897 106.4 99.1 99.8 23 71.9

4 40,944,856 39,697,293 100.0 97.0 38,898,367 100.0 95.0 98.0 11,724 100.0

5 40,842,630 39,333,422 99.1 96.3 38,168,939 98.1 93.5 97.0 21,763 185.6

6 49,057,253 45,818,389 115.4 93.4 41,964,324 107.9 85.5 91.6 14,446 123.2

調     定     額 収　入　済　額 不納欠損額

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

合      計

一 般 会 計

国民健康保険

育 英 資 金

介 護 保 険
保険事業勘定

介 護 保 険
介護サービス
事 業 勘 定

区    分

歳 入
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 歳 入・歳 出 比 較 表

（単位　千円）

予算現額 翌年度 歳入歳出

調定額 に対する 予算現額 予算現額

金 額 指 数 に対す 決算額の 金 額 指数 に対する 繰越額 金 額 に対する 差引残高

る比％ 増   減 比　％　 比　％　

672,040 100.0 2.4 -1,568,422 26,824,402 100.0 91.1 1,188,461 1,418,993 4.8 1,039,032

1,028,784 153.1 3.7 -2,511,178 25,513,731 95.1 86.7 2,381,243 1,520,110 5.2 1,390,175

3,728,484 554.8 10.9 -6,903,760 29,328,752 109.3 78.2 6,127,554 2,044,095 5.5 1,267,889

104,275 100.0 2.4 -394,171 4,243,860 100.0 91.5 0 395,450 8.5 1,279

107,239 102.8 2.5 -212,034 4,183,427 98.6 94.1 0 260,539 5.9 48,505

103,989 99.7 2.5 -112,669 4,066,834 95.8 96.6 0 141,573 3.4 28,904

0 － － -1 6,148 100.0 91.3 0 585 8.7 584

0 － － 3 5,393 87.7 90.3 0 579 9.7 582

0 － － 992 7,213 117.3 91.4 0 677 8.6 1,669

8,624 100.0 0.1 -67,620 5,827,707 100.0 96.3 0 226,845 3.7 159,225

6,169 71.5 0.1 58,241 5,986,408 102.7 97.4 0 159,722 2.6 217,963

5,496 63.7 0.1 -61,712 6,322,871 108.5 97.6 0 153,166 2.4 91,454

0 － － -7,911 19,320 100.0 70.9 0 7,911 29.1 0

0 － － -2,484 19,232 99.5 88.6 0 2,484 11.4 0

0 － － -8,055 21,841 113.0 73.1 0 8,055 26.9 0

2,263 100.0 0.3 -8,364 775,948 100.0 98.8 0 9,226 1.2 862

528 23.3 0.1 -6,239 800,927 103.2 98.9 0 8,835 1.1 2,596

1,650 72.9 0.2 -7,725 825,549 106.4 98.9 0 9,073 1.1 1,348

787,202 100.0 2.0 -2,046,489 37,697,385 100.0 92.1 1,188,461 2,059,010 5.0 1,200,982

1,142,720 145.2 2.9 -2,673,691 36,509,118 96.8 89.4 2,381,243 1,952,269 4.8 1,659,821

3,839,619 487.8 8.4 -7,092,929 40,573,060 107.6 82.7 6,127,554 2,356,639 4.8 1,391,264

歳        出

収 入 未 済 額 決 　算 　額 不 用 額
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４ 財産の状況 
 財産の状況は、次のとおりである。 

増加A 減少B 差引（A-B)

㎡ 1,738,106.01 5,990.17 1,131.37 4,858.80 1,742,964.81

㎡ 228,351.83 0 403.09 -403.09 227,948.74

㎡ 73,420.00 0 0 0 73,420.00

㎡ 355,216.00 0 0 0 355,216.00

千円 28,660 0 0 0 28,660

千円 612,519 0 8,515 -8,515 604,004

点 745 14 11 3 748

千円 291,968 4,489 5,585 -1,096 290,872

千円 27,743 3,150 5,428 -2,278 25,465

千円 196 0 157 -157 39

千円 264,029 1,339 0 1,339 265,368

千円 9,333,058 1,799,110 1,247,542 551,568 9,884,626

預 金 千円 3,221,185 294,120 558,113 -263,993 2,957,192

債 券 千円 200,000 0 0 0 200,000

減債基金 千円 3,190,156 513,895 7,707 506,188 3,696,344

千円 366,850 203 0 203 367,053

預 金 千円 99,792 47,882 33,509 14,373 114,165

債 券 千円 99,622 0 0 0 99,622

預 金 千円 185,281 352,477 116,670 235,807 421,088

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

預 金 千円 10,379 207 637 -430 9,949

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

千円 3,376 1 0 1 3,377

千円 47,041 9,755 30,281 -20,526 26,515

預 金 千円 580,573 537,993 424,953 113,040 693,613

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

千円 70,085 2,180 9,776 -7,596 62,489

ふるさとづくり基金

スポーツ振興基金

ぶり奨学基金

「安部」人づくり基金

国民健康保険事業財政調整基金

水産業振興基金

社会福祉事業
振興基金

教育文化振興基金

財政調整基金

出資による権利

自動車ほか

育英資金貸付金

物品（50万円以上）

基　金

債　権

高齢者・障害者住宅整備資金貸付金

市民税特別徴収翌年度徴収分

単位
前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 内 決 算 年 度 末
現 在 高

有価証券

区 分

公有財産

土　地

建　物

山　林（所有）※

山　林（分収）
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千円 38,340 0 0 0 38,340

千円 62,419 1,603 0 1,603 64,022

千円 602,946 21,415 65,000 -43,585 559,361

千円 20,887 17,303 0 17,303 38,190

千円 896 0 896 -896 0

千円 233,230 76 0 76 233,306

※山林（所有）は、土地の内数

森林環境譲与税基金

新型コロナウイルス感染症
対策利子補給等基金

公共施設等再編整備基金

地域農業振興基金

育英基金

介護給付費準備基金

 

（１） 公有財産（同一施設の区分変更による増減は省略） 

ア 土 地 
年度末現在高は１，７４２，９６４．８１㎡で、年度内増加面積は５，９９０．１７㎡、

減少面積は１，１３１．３７㎡であり、前年度末現在高に対して４，８５８．８０㎡増加

している。 

(単位　㎡)

【増　　加】 5,990.17 【減　　少】 1,131.37

災害公営住宅 1,654.45 旧栄町医師住宅 1,107.50

氷見運動公園 4,311.85 法定外公共物売却分（３筆） 23.87

法定外公共物（３筆） 23.87

 
イ 建 物  
年度末現在高は２２７，９４８．７４㎡であり、年度内増加面積はなく、減少面積の４

０３．０９㎡が前年度末現在高より減少している。 

(単位　㎡)

【増　　加】 0.00 【減　　少】 403.09

栄町市営住宅集会所 101.59

旧栄町医師住宅 259.14

旧水防倉庫第２ 42.36

 
ウ 山 林 
年度末現在高は４２８，６３６．００㎡で、増減はなく、前年度末現在高と同様である。 
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エ 有価証券 
年度末現在高は２８，６６０千円で、増減はなく、前年度末現在高と同様である。 
 

オ 出資による権利 
 年度末現在高は６０４，００４千円で、前年度末現在高に対して８，５１５千円減少し

ている。 

(単位　千円)

【増　　加】 0 【減　　少】 8,515

（一財）富山県勤労者信用基金協会
出捐金

8,346

（公財）富山県農林水産公社青年
農業者育成基金出捐金

166

富山県酪農ヘルパー事業円滑化
対策事業基金出捐金

3

 
（２） 物 品 
 年度末現在高は７４８点で、年度内増加は１４点、減少は１１点であり前年度末現在高

に対して３点増加している。 
(単位　点)

【増　　加】 14 【減　　少】 11

電子計算機用器具類 1 雑品類 2

機械器具類 1 電子計算機用器具類 2

施設・家庭用品類 1 車両運搬器具類 7

車両運搬器具類 11

 

（３） 債 権 
 年度末現在高は２９０，８７２千円で、年度内増加額は４，４８９千円、減少額は５，

５８５千円であり、前年度末現在高に対して１，０９６千円減少している。 
 その内訳は、年度内貸付金（増）として３，１５０千円（育英資金貸付金）と償還金（減）

として５，５８５千円（育英資金貸付金ほか１件）の差し引き２，４３５千円の減、市民

税特別徴収翌年度徴収分（前年度と比べ）１，３３９千円の増である。 
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（４） 基 金 
 年度末現在高は９，８８４，６２６千円で、年度内増加額は１，７９９，１１０千円、

減少額は１，２４７，５４２千円で前年度末現在高に対して５５１，５６８千円増加して

いる。 
 前年度末現在高に対し、決算年度内の増減（差引）が増加した基金は、減債基金５０６，

１８８千円、教育文化振興基金２３５，８０７千円、ふるさとづくり基金１１３，０４０

千円、森林環境譲与税基金１７，３０３千円、社会福祉事業振興基金１４，３７３千円、

育英基金１，６０３千円などである。一方、決算年度内の増減額（差引）が減少した基金

は、財政調整基金２６３，９９３千円、介護給付費準備基金４３，５８５千円、スポーツ

振興基金２０，５２６千円、ぶり奨学基金７，５９６千円などである。 
なお、新型コロナウイルス感染症対策利子補給等基金については、令和６年度において

事業が完了したことから廃止となっている。 
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５ む す び               
 

むすびに、審査意見を述べる。 

 

令和６年度当初予算は、令和６年能登半島地震からの復旧・復興に向けた取組みを最

優先とし、復興元年として被災者・被災事業者への支援、社会を支える公共インフラ施

設等の災害復旧、防災・減災対策の充実を掲げ、過去最大の規模で予算編成され、取組

みが進められた。 

その結果、当年度の一般会計および特別会計の決算総額は、歳入４１，９６４，３２

４千円、歳出４０，５７３，０６０千円となり、前年度と比較すると歳入で３，７９５，

３８５千円、歳出で４，０６３，９４２千円それぞれ増加している。 

また、歳入から歳出を差し引いた収支差引額は、１，３９１，２６４千円となり、こ

れから翌年度へ繰越すべき財源１６８，０９８千円を差し引いた実質収支額は、１，２

２３，１６６千円となっている。 

一般会計の決算状況について、歳入は３０，５９６，６４１千円であり、前年度と比

較すると３，６９２，７３５千円の増となっている。これは、主に繰入金、市税で減と

なったが、市債、国庫支出金、県支出金、地方交付税、繰越金で増となったことによる

ものである。 

歳入の根幹をなす市税の決算額は５，２６６，７１３千円で、前年度５，４４２，４

２６千円と比して１７５，７１３千円の減となり、軽自動車税及び入湯税を除くすべて

の税目において減収となっている。減収の主な要因は、国の定額減税に伴う市民税の減

及び被災家屋に係る震災減免に伴う固定資産税の減によるものである。一方、調定額に

対する収入率は、現年課税分９９．０％、滞納繰越分１７．４％となり、前年度と比較

すると現年課税分で０．１ポイント、滞納繰越分で２．８ポイントそれぞれ増加してい

る。 

歳出は２９，３２８，７５２千円で、前年度と比較すると３，８１５，０２１千円の

増となっている。これは、主に民生費、土木費で減となったものの、衛生費、災害復旧

費、総務費、教育費で増となったことによるものである。 

歳入決算額から歳出決算額を引いた差引額は１，２６７，８８９千円で、それから翌

年度に繰越される財源１６８，０９８千円を差し引いた当年度実質収支額は１，０９９，

７９１千円となり、前年度に比べ４００，０２２千円増加している。 

 

普通会計における主な財務分析指標を見ると、「財政力指数（３年間の平均）」は、０．

４７で前年度に比して０．０１ポイント上昇している。「経常収支比率」は、８７．５％

で前年度に比して０．８ポイント上昇しており、ここ数年上昇傾向にある。一般的にこ
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の比率が８０％を超えると財政構造の弾力性が失われつつあるとされていることから、

財政の硬直化の進行に十分注視していく必要がある。 

また、「実質公債費比率（３年間の平均）」は、前年度と比して０．１ポイント改善し

１１．７％となっている。 

 

令和６年元日に発生した能登半島地震により、本市はかつてない甚大な被害を受け、

発災から１年半が経過した現在も、地域全体の復旧・復興には多くの課題が山積してお

り、今後なお長い時間を要することが見込まれる。 

こうした中、本市は復旧・復興事業を推進するため、令和７年度までに通常の年間予

算の７割を超える約２３３億円を予算化した。道路や上下水道、公共施設等のインフラ

復旧に加え、災害廃棄物の処理、地域産業の再生、生活支援、住居再建に至るまで多岐

にわたっており、令和６年能登半島地震に係る氷見市被災者支援・復旧復興ロードマッ

プ（以下「市ロードマップ」という。）において令和８年度までの概ね３年間の取組み

が時間軸で示されている。 

住宅被害については、本年６月末現在で全壊２３２棟、半壊５０３棟、一部損壊６，

０３５棟の計６，７７０棟となっている。このうち半壊以上の被害を受けた住宅は７３

０棟を超え、本年７月の市ロードマップ中間発表によると１８６世帯が市営住宅や賃貸

型応急住宅等のみなし仮設住宅に避難している。 
液状化被害の著しい地域は、間島から比美町までの約６８ヘクタールの広範囲に及ん

でいる。本年２月に、液状化被害の地盤対策としてポンプを使って地下水位を人工的に

下げる地下水位低下工法を選定し、５月には液状化被害が大きかった中央町・比美町の

一部、北大町の一部、間島・栄町の一部の３ブロック計１３．５ヘクタールを実証実験

の対策範囲に選定している。 
今後は、住民の合意を得て１年程度の実証実験を行い、そこで得られた効果と検証を

もとに住民との合意を得たうえで対策工事を行うなど、再建を可能にするための技術

的・構造的な課題の解決に向けた取組が進められるが、住民の懸念は、対策工法による

地盤沈下リスクと対策工事後にかかり続ける設備の維持管理費の負担である。液状化対

策では、住民に過度な負担がかかることのないよう、国・県に制度拡充を求めるなど財

政支援に向けた積極的な働きかけが求められる。 
復興まちづくりは、インフラ整備に加え、地域の再構築という視点が欠かせないこと

から、住民との対話を通じて信頼関係を築き、合意形成を図る丁寧なプロセスが求めら

れる。 
また、復旧の遅れに伴い、地域コミュニティーの崩壊が危惧される。住民が元の地域

に戻れないケースが増加することで、地縁や隣近所のつながりが希薄化し、地域の支え

合い機能が失われつつある。特に高齢者や単身世帯にとっては、コミュニティーの維
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持・再建は極めて重要な課題である。 
加えて、税制面でも配慮が必要である。液状化等により住宅としての利用が困難に

なった土地は、被災後２年度に渡り適用される被災住宅用地等に係る課税標準の特例措

置により、被災者の経済的負担が軽減されてきたが、令和７年度末でその期限を迎える。 
しかし、公費解体の申請件数は７７０棟以上と多く、自費解体と合わせて計９４０棟

を超えるため、本年８月末で工事発注を終えるものの解体は思いのほか進んでおらず、

本年７月末時点の公費解体の進捗率は５１．７％と低調である。液状化被害のある被災

住宅用地の対策にも時間がかかる見通しであるので、復旧の長期化や地域差を踏まえ、

延長を含めた柔軟な制度運用が望まれる。被災者の生活再建を後押しする観点からも、

国への積極的な要望を行っていただきたい。 
災害公営住宅については、自力での再建が困難な被災者向けに、栄町（旧栄町医師住

宅敷地）と北大町（比美乃江小学校サブグラウンド）に各２１戸、伊勢大町（上伊勢車

庫敷地）に２７戸、計３棟６９戸を整備し、令和８年度中の入居開始を目指している。

人材不足や資材費・労務費の高騰による完成の遅れを心配する声が挙がっていることか

ら、被災者の早期の生活再建を支援するため、一日も早い完成を目指し事業の推進に努

められたい。 
 

今後の新たな災害リスクに備え、速やかに地域防災計画を見直さなければならない。 
本年６月、能登沖など海域活断層による新たな災害リスクを示す「長期評価」が、国

の地震調査委員会から公表された。兵庫県北方沖から富山県沖にかけての日本海中南部

で、今後３０年以内にマグニチュード７以上の地震が起きる確率は最大１８％と極めて

高く、本市の沿岸部は震度６強の可能性がある。令和６年能登半島地震で浮き彫りと

なった課題を検証し、近い将来に備えた地域防災体制と災害対応力の強化が求められる。 
また、災害時において、避難所環境を整えることは、避難生活等が原因で亡くなる災

害関連死を防ぐために重要である。国は人道支援の国際的な基準とされている「スフィ

ア基準」を取り入れた「避難生活における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」を

公表している。トイレの確保や十分な生活空間、生活用水や食事の質の確保といった避

難所の環境改善と、被災者の心身の健康維持に重点を置いた対策が段階的に進められる

よう、災害への備えを強化しなければならない。 
 
令和６年１１月、本市の今後１０年間の中長期財政見通しが示された。歳入合計及び

歳出合計ともに一般財源ベースで１６０億円前後で推移すると試算しており、基金繰入

れや繰越金などにより、かろうじて決算収支は黒字を維持できているものの、最終年度

における財政調整基金残高は約１２億円と一般的に適正とされる標準財政規模の１

０％である１２．７億円を若干下回ると見込んでいる。  
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これを前年度策定時の試算と比較すると、歳出では震災対策や城端線・氷見線再構築

事業、十二町潟排水機場機能保全事業などの大型事業が追加され、公債費も令和９年度

から本格的に震災対策に係る元利償還が始まり、その後も年々増加すると見込まれてお

り、歳入では市税が人口減少などの影響から減収することから、各年度の収支差引額は

マイナスが大きくなる傾向にある。 
市債発行額は、震災対策が一段落する令和９年度以降も、各年度２０億円前後で推移

し、実質公債費比率は１２％を超える高い数値が続くと見込まれている。 
本市の復興関連事業の多くは市債により賄われており、これらの債務は将来世代への

負担となり、財政の硬直化を招く懸念がある。加えて、近年の金利上昇傾向により、市

債の利払い費が増加し、財政をさらに圧迫するリスクも無視できない。復興を進めるた

めには、国県補助金や特別交付税など財源の確保に努め、国や県との連携を強化すべき

と考える。 
復興事業と良好な行政サービスの提供を両立するには、事業の選択と集中、業務の効

率化、事業評価の徹底が求められ、中長期の財政見通しを踏まえた持続可能な財政運営

が不可欠となる。 
 
令和６年４月に民間有識者会議「人口戦略会議」によって発表された「消滅可能性都

市」は、本市を含め７４４自治体と全体の４割超に及び、２０５０年までの３０年間に

２０歳から３９歳の若年女性人口の減少率は５０％を超えると予想されている。 
本市の人口減少は、人口ビジョンの想定より早く進み、本年３月に富山県が発表した

人口移動調査結果では４万人を割り込んでいる。 
とりわけ若年女性の市外流出は、将来の人口構造や出生率、地域の持続可能性に直結

する重大な課題である。進学や就職を機に市外へ転出した若年層が地元に戻る選択肢を

持てるよう、魅力ある雇用の創出や子育てと両立できる職場環境整備、女性のキャリア

形成支援などを早急に進めなければならない。 
市では、これまで県内トップクラスの子育て施策が講じられ一定の成果はあげている

ものの、能登半島地震の影響などにより人口減少の歯止めはかかっていない状況である。

一方で、消滅可能性自治体でありながら子育て施策や移住・定住施策への大胆な取り組

みにより社会増を実現させた自治体もあることから、先進事例の成功プロセスを分析す

るとともに、他にはない大胆かつ独創的な戦略を打ち出し、若い世代が安心して結婚、

出産、子育てができる氷見市を目指していただきたい。それが、氷見市への移住、定住

の増加と若者の人口流出の抑止につながるものと考える。 
これまで展開してきた数多くのプロジェクトの効果と課題を丁寧に検証し、真に実効

性の高い施策が重層的に推進されるよう期待するものである。 



 


